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第 32回がん対策推進協議会議事次第

日 時 :平成 24年 3月 1日 (木 )
16100～ 18:00

場 所 :厚生労働省12階専用第 15・ 16会議室

議 事 次 第

1 開  会

2 議  題
がん対策推進基本計画 (変更案)について

3 その他

【資 料】
資料 1 がん対策推進協議会委員名簿
資料 2 がん対策推進基本計画 (変更案)(諮問)     ・

参考資料 1 がん対策基本法 (抜粋)
参考資料 2 平成 24年度診療報酬改定 主にがんに係る改定内容概要
参考資料 3 「もしも、がんが再発したら」出版と全国への見本版配布

ぎ著吼轟了靱轟磨倉 ぎ婁菫讐
推進基本計画におけるたばこ対策の推進に関す

田村委員、野田委員  「がん対策推進基本計画 (素案)」 における喫煙率の目標
提  出  資  料 に関する声明

保坂委員提 出資料  日本医師会 「受動喫煙ゼロ宣言」～子どもたちを受動喫
煙から守るために～
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厚生労働省発健0301第 1号
平 成 24年 3月 1日

がん対 策 推進協 議会長  殿

厚 生 労 10J大

がん対策基本法 (平成 18年法律第 98号)第 9条第 7項のがん対策推進基本計画の
変更について、同条第 8項において準用する同条第 4項の規定に基づき、案を作成する
にあたり貴会の意見を求めます。

がん対策推進基本計画 (変更案)(別添のとおり)
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がんは、日本で昭和 56(1981)年 より死因の第 1位であり、平成 22

(2010)年 には年間約 35万人が亡くなり、生涯のうちに約 2人に 1人が
がんにかか ると推計されている。こうしたことから、依然としてがんは国民の

生命と健康にとつて重大な問題である。

日本のがん対策は、昭和 59(1984)年 に策定された「対がん 10カ 年

総合戦略」、平成 6(1994)年 に策定された「がん克服新 10か年戦略 J、
平成 16(2004)年 に策定された「第 3次対がん 10か年総合戦略」に基
づき取り組んできた。

さらに、がん対策のよリー層の推進を図るため、がん対策基本法 (平成 18

年法律第 98号。以下「基本法」という。)が平成 18(2006)年 6月 に成

立 し、平成 19(2007)年 4月 に施行され、基本法に基づき、がん対策を

総合的かつ計画的に推進するための「がん対策推進基本計画」 (以下「前基本計

画」という。)が平成 19(2007)年 6月 に策定された。

前基本計画の策定から5年が経過した。この間、がん診療連携拠点病院 (以

下「拠点病院」という。)の整備や緩和ケア提供体制の強化、地域がん登録の充

実が図られるとともに、がんの年齢調整死亡率は減少傾向で推移するなど、一

定の成果を得られた。

しか しなが ら、人口の高齢化とともに、日本のがんの罹患者の数、死亡者の

数は今後とも増加していくことが見込まれる中、がん医療や支援について地域

格差や施設間格差がみられ、それぞれの状況に応 じた適切ながん医療や支援を

受けられないことが懸念されている。また、これまで重点課題として取 り組ま

れてきた緩和ケアについては、精神心理的な痛みに対するケアが十分でないこ

と、放射線療法や化学療法についても更なる充実が必要であること等に加え、

新たに小児がん対策、チーム医療、がん患者等の就労を含めた社会的な問題、

がんの教育などの課題も明らかとなり、がん患者を含めた国民はこうした課題

を改善 していくことを強く求めている。

この基本計画は、このような認識の下、基本法第 9条第 フ項の規定に基づき

前基本計画の見直しを行い、がん対策の推進に関する基本的な計画を明らかに



するものであり、国が各分野に即した取 り組むべき施策を実行できる期間とし

て、平成 24(2012)年 度から平成 28(2016)年 度までの 5年程度
の期間を一つの目安として定める。

また、この基本計画の策定に当たっては、基本法に基づき、がん対策推進協

議会 (以下「協議会」という。)の意見を聴 くことになっている。また、専門
的な知見を要する分野である小児がん、緩和ケア、がん研究については協議会

の下に専門委員会が設置され、報告書が協議会へ提出された。

今後は、基本計画に基づき、国と地方公共団体、また、がん患者を含めた国

民、医療従事者、医療保険者、学会、患者団体を含めた関係団体とマスメディ

ア等 (以下「関係者等」という。)が一体となってがん対策に取り組み、がん患
者を含めた国民が、様々ながんの病態に応 じて、安心かつ納得できるがん医療

や支援を受けられるようにするなど、「がん患者を含めた国民が、がんを知り、

がんと向き合い、がんに負けることのない社会」の実現を目指す。

1 基本方

がん患者を含めた国民の視点に立つたがん対策の実施

基本法の基本理念に基づき、国、地方公共団体と関係者等は、がん患者を含
めた国民が、がん対策の中心であるとの認識の下、がん患者を含めた国民の視

点に立つてがん対策を実施していく必要がある。

2 重点的に取り組むべき課題を定めた総合的かつ計画的ながん対策の実施

基本計画では、がん対策を実効あるものとしてよリー層推進していくため、

重点的に取り組むべき課題を定める。

また、がんから国民の生命ど健康を守るためには、多岐にわたる分野の取組

を総合的かつ計画的に実施していく必要がある。

3 日標とその達成時期の考え方

基本計画では、これまでの政府のがん対策に関する目標との整合性を図りつ

つ、全体目標とそれを達成するために必要な分野別施策の個別目標を設定する。



また、原貝1と して、全体目標と個別目標を達成するために要する期間を設定す

る。

2 重点的に取 り組むべき課

1放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療
従事者の育成

がんに対する主な治療法には、手術療法、放射線療法、化学療法 (この基本

計画では薬物療法等を含むものとする。)な どがあり、単独又はこれらを組み合

わせた集学的治療が行われている。

日本では、胃がんなど、主として手術療法に適 したがんが多かったこともあ

り、外科医が化学療法も実施するなど、がん治療の中心を担つてきた。

しかしながら、現在は、がんの種類によっては、放射線療法が手術療法と同

様の治療効果を発揮できるようになるとともに、新たな抗がん剤が多く登場 し、

化学療法の知見が蓄積されてきたことから、様々ながんの病態に応じ、手術療

法、放射線療法、化学療法、さらにこれらを組み合わせた集学的治療がそれぞ

れを専門的に行う医師の連携の下実施されていくことが求められている。

一方で、今も手術療法ががん医療の中心であることに変わりはないが、外科

医の人員不足が危惧され、外科医の育成や業務の軽減が早急に改善すべき課題

となっている。

このため、これまで手術療法に比べて相対的に遅れていた放射線療法や化学

療法の推進を図つてきたが、今後は、放射線療法、化学療法、手術療法それぞ

れを専門的に行う医療従事者を更に養成するとともに、こうした医療従事者と

協力してがん医療を支えることができるがん医療に関する基礎的な知識や技能

を有した医療従事者を養成 していく必要がある。

また、医療従事者が、安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう、

各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視 した多職種でのチ

ーム医療を推進する必要がある。



2がんと診断された時からの緩和ケアの推進

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、緩和ケアが、
がんと診断された時から提供されるとともに、診断、治療、在宅医療など様々

な場面で切れ目なく実施される必要がある。

しかしながら、日本では、欧米先進諸国に比べ、がん性疼痛の緩和等に用い

られる医療用麻薬の消費量は少なく、がん性疼痛の緩和が十分でないと推測さ
れること、がん医療に携わる医師の緩和ケアの重要性に対する認識もまだ十分
でないこと、国民に対しても未だ緩和ケアに対する正しい理解や周知が進んで
いないこと、身体的苦痛のみならず精神心理的苦痛への対応も求められている
こと等から、緩和ケアはまだ十分にがん医療に浸透していないと考えられる。

このため、がん医療に携わる医療従事者への研修や緩和ケアチームなどの機

能強化等により、がんと診断された時から患者とその家族が、精神心理的苦痛
に対する心のケアを含めた全人的な緩和ケアを受けられるよう、緩和ケアの提

供体制をより充実させ、緩和ケアヘのアクセスを改善し、こうした苦痛を緩和
することが必要である。

また、がん患者が住み慣れた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう、

在宅緩和ケアを含めた在宅医療・介護を提供していくための体制の充実を図る

必要がある。

3がん登録の推進

がん登録はがんの罹患やがん患者の転帰、その他の状況を把握し、分析する

仕組みであり、がんの現状を把握し、がん対策の基礎となるデータを得るとと

もに、がん患者に対して適切ながん医療を提供するために不可欠なものである。

地域がん登録は平成24(2012)年 度中に全ての都道府県で実施される
予定であり、参加している医療機関や届出数も増加しているが、届出の義務が

ないこと、患者の予後を把握することが困難であることなどいくつかの問題が

ある。

このため、個人情報の保護を徹底しつつ、こうした問題を解決し、患者を含
めた国民ががん登録情報をより有効に活用できるよう、法的位置付けの検討も



含めて、がん登録を円滑に推進するための体制整備を図ることが必要である。

4 働 く世代や小児へのがん対策の充実

毎年 20歳から64歳までの約 22万人ががんに罹患し、約 7万人ががんで
死亡 している。また、がんは40代より死国の第 1位 となり、がんは高齢者の
みならず働 く世代にとつても大きな問題である。

働く世代ががんに罹患し社会から離れることによる影響は、本人のみならず

家族や同僚といつた周りの人にも及ぶ。こうした影響を少なくするため、働く

世代へのがん対策を充実させ、がんをなるべく早期に発見するとともに、がん

患者等が適切な医療や支援により社会とのつながりを維持し、生きる意欲を持

ち続けられるような社会づくりが求められている。

このため、働く世代のがん検診受診率を向上させるための対策、年齢調整死

亡率が上昇している乳がん・子宮頸がんといつた女性のがんへの対策、がんに

罹患したことに起因する就労を含めた社会的な問題等への対応が必要である。

また、小児についても、がんは病死原因の第 1位であり、大きな問題である。

医療機関や療育・教育環境の整備、相談支援や情報提供の充実などが求められ

ており、小児がん対策についても充実を図ることが必要である。

3 全体 目

がん患者を含めた国民が、様々ながんの病態に応じて、安心かつ納得できる

がん医療や支援を受けられるようにすること等を目指して、「がんによる死亡者

の減少」と「全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向

上」に「がんになつても安心して暮らせる社会の構築」を新たに加え、平成 1

9(200フ )年度から10年間の全体目標として設定する。

がんによる死亡者の減少

平成 19(2007)年 度に掲げた 10年間の目標である「がんの年齢調整
死亡率 (フ 5歳未満)の 20%減少」について、年齢調整死亡率は減少傾向で
あるが、昨今は減少傾向が鈍化している。今後 5年間で、新たに加えた分野別

施策を含めてよリー層がん対策を充実させ、がんによる死亡者を減少させるこ



とを目標とする。               
｀

2 全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養生活の質の維持向上

がん患者の多くは、がん性疼痛や、治療に伴う副作用・合併症等の身体的苦

痛だけでなく、がんと診断された時から不安や抑うつ等の精神心理的苦痛を抱

えているcまた、その家族も、がん患者と同様に様々な苦痛を抱えている。

さらに、がん患者とその家族は、療養生活の中で、こうした苦痛に加えて、

安心・納得できるがん医療や支援を受けられないなど、様々な困難に直面して
いZ5。

このため、がんと診断された時からの緩和ケアの実施はもとより、がん医療

や支援の更なる充実等により、「全てのがん患者とその家族の苦痛の軽減と療養
生活の質の維持向上」を実現することを目標とする。

3 がんになっても安心して暮らせる社会の構築

がん患者とその家族は、社会とのつながりを失うことに対する不安や仕事と

治療の両立が難しいなど社会的苦痛も抱えている。

このため、これまで基本法に基づき、がんの予防、早期発見、がん医療の均
てん化、研究の推進等を基本的施策として取り組んできたが、がん患者とその

家族の精神心理的・社会的苦痛を和らげるため、新たに、がん患者とその家族

を社会全体で支える取組を実施することにより、「がんになつても安心して暮ら

せる社会の構築」を実現することを目標とする。

4 分野別施策と個別目

1.がん医療
(1)放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とチーム医療の推進
(現状 )

がん医療の進歩は目覚ましく、平成 12(2000)年 から平成 14(20
02)年 までに診断された全がんの 5年相対生存率は 5フ %と 3年前に比べて
約 3%上昇 しており、年齢調整死亡率も 1990年 代後半から減少傾向にある
が、一方で原発巣による予後の差は大きく、膵臓がん、肝臓がん、肺がんなど



の 5年相対生存率はそれぞれ 6%、 27%、 29%と依然として低い現状にあ
る。

このため、特に日本に多いがん (肺 “胃・肝・大腸・乳)を中心に、手術療

法、放射線療法、化学療法などを効果的に組み合わせた集学的治療や緩和ケア

の提供とともにがん患者の病態に応 じた適切な治療の普及に努め、拠点病院を

中心に院内のクリティカルパス (検査と治療等を含めた診療計画表をいう。)を

策定 し、キャンサーボー ド (各種がん治療に対して専門的な知識を有する複数

の医師等が患者の治療方針等について総合的に検討するカンファレンスをい

う。)な どを整備してきた。また、放射線療法や化学療法に携わる専門的な知識

と技能を有する医師をはじめとする医療従事者の配置やリニアックなどの放射

線治療機器の整備など、特に放射線療法と化学療法の推進を図つてきた。

しか し、これまで医療体制の量的な整備が進められてきた一方、患者が自分

の病状や検査・治療内容、それに伴 う副作用・合併症などについて適切な説明

を受け、十分に理解 した上で自身の判断で治療方針などに対 して拒否や合意を

選択するインフオーム ド・コンセン トが十分に行われていない、あるいは、患

者やその家族が治療法を選択する上で第三者である医師に専門的見解を求める

ことができるセカン ドオピニオンが十分に活用されていないなど、患者やその

家族の視点に立った医療体+1の質的な整備が依然 として十分でないと指摘され

ている。

また、近年、医療の高度化や複雑化とニーズの多様化に伴い、放射線療法や

化学療法の専門医の不足とともに外科医の不足が指摘されている。こうした医

師等への負担を軽減 し診療の質を向上させるため、また、治療による身体的、

精神心理的負担を抱える患者とその家族に対 して質の高い医療を提供 しきめ細

やかに支援するため、多職種で医療にあたるチーム医療が強 く求められるよう

になっている。

この他、拠点病院を含む医療機関では、放射線治療機器や手術機器の多様化

などに伴 う医療技術の施設間格差や実績の格差が生 じていることから、地域で

の効率的な医療連携や役割分担などによる地域完結型の医療体制を整備する必

要性も指摘されている。



(取 り組むべき施策)

○チーム医療とがん医療全般に関すること

拠点病院を中心に、医師による十分な説明と患者やその家族の理解の下、イ

ンフォーム ド・コンセン トが行われる体制を整備し、患者の治療法等を選択す

る権利や受療の自由意思を最大限に尊重するがん医療を目指すとともに、治療

中でも、冊子や視覚教材などの分か りやすい教材を活用し、患者が自主的に治

療内容などを確認できる環境を整備する。

患者 とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第二者の立場にある

医師に意見を求めることができるセカン ドオピニオンをいつでも適切に受けら

れ、患者自らが治療法を選択できる体制を整備するとともに、セカン ドオピニ

オンの活用を促進するための患者やその家族への普及啓発を推進する。

学会や関連団体などは、がんの治療計画の立案に当たつて、患者の希望を踏

まえつつ、標準的治療を提供できるよう、診療ガイ ドラインの整備を行うとと

もに、その和l用実態を把握し、国内外の医学的知見を蓄積し、必要に応 じて速

やかに更新できる体制を整備する。また、患者向けの診療ガイドラインや解説

の充実など、患者にとつて分かりやすい情報提供に努め、国はこれを支援する。

より正確で質の高い画像診断や病理診断とともに治療方針を検討できるよう、

放射線診断医や病理診断医等が参加するキャンサーボー ドを開催するなど、が

んに対する的確な診断と治療を行う診療体制を整備する。

患者とその家族の抱える様々な負担や苦痛に対応し、安心かつ安全で質の高

いがん医療を提供できるよう、手術療法、放射線療法、化学療法の各種医療チ

ームを設置するなどの体制を整備することにより、各職種の専門性を活かし、

医療従事者間の連携とネ甫完を重視 した多職種でのチーム医療を推進する。

各種がん治療の副作用・合併症の予防や軽減など、患者の更なる生活の質の

向上を目指し、医科歯科連携による日腔ケアの推進をはじめ、食事療法などに

よる栄養管理やリハビリテーションの推進など、職種間連携を推進する。

患者 とその家族に最も近い職種として医療現場での生活支援にも関わる看護

領域については、外来や病棟などでのがん看護体制の更なる強化を図る。

また、患者の安全を守るため、様々な医療安全管理の取組が進められてきた



ところであるが、診療行為には一定の危険性が伴うことを踏まえ、医療従事者

等が協力して、がん医療の質と安全の確保のための取組を一層推進する。

腫瘍センターなどのがん診療部を設置するなど、各診療科の横のつなが りを

重視した診療体制の構築に努める。

この他、質の高いがん医療を推進する一環として、国や地方公共団体は拠点

病院をはじめとする入院医療機関とともに地域の医療機関の連携と役割分担を

図 り、特に高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性に配慮 した

計画的な集約化を図る。

O放射線療法の推進

国や地方公共団体は、拠点病院をは じめとする入院医療機関などと、放射線

療法の質を確保 し、地域格差を是正 し均てん化を図るとともに、人員不足を解

消する取組に加えて、一部の疾患や強度変調放射線治療などの治療技術の地域

での集約化を図る。

医療安全を担保 した上で、情報技術を活用し、地域の医療機関との間で放射

線療法に関する連携と役割分担を図る。

放射線治療機器の品質管理や質の高い安全な放射線療法を提供するため、放

射線治療の専門医、専門看護師・認定看護師、放射線治療専門放射線技師、医

学物理士など専門性の高い人材を適正に配置するとともに、多職種で構成され

た放射線治療チームを設置するなど、患者の副作用・合併症やその他の苦痛に

対 しても迅速かつ継続的に対応できる診療体制を整備する。

放射線治療機器については、先進的な放射線治療装置、重粒子線や陽子線治

療機器などの研究開発を推進するとともに、その進捗状況を加味し、医療従事

者等が協力して、国内での計画的かつ適正な配置を検討する。

O化学療法の推進

化学療法の急速な進歩と多様性に対応 し、専門性が高 く、安全で効果的な化

学療法を提供するため、化学療法の専門医やがん薬物療法認定薬剤師、がん看

護や化学療法等の専門看護師・認定看護師など、専門性の高い人材を適正に配

置するとともに、多職種で構成された化学療法チームを設置するなど、患者の

副作用・合併症やその他の苦痛に対 して迅速かつ継続的に対応できる診療体制



を通院治療を含めて整備する。

O手術療法の推進
より質の高い手術療法を提供するため、拠点病院をはじめとする入院医療機

関は、外科医の人員不足を解消し、必要に応 じて放射線療法や化学療法の専門

医と連携するなど、各医療機関の状況に合わせた診療体制を整備するとともに、

学会や関係団体などと連携し、手術療法の成績の更なる向上を目指 し、手術療

法の標準化に向けた評価法の確立や教育システムの整備を行う。

国や地方公共団体は、拠点病院をはじめとする入院医療機関などとともに、

高度な先端技術を用いた手術療法や難治性希少がんなどに対して、地域性に配

慮 した一定の集約化を図つた手術療法の実施体制を検討する。

手術療法による合併症予防や術後の早期回復のため、麻酔科医や手術部位な

どの感染管理を専門とする医師、口腔機能・衛生管理を専門とする歯科医師な

どとの連携を図 り、質の高い周術期管理体制を整備するとともに、術中迅速病

理診断など手術療法の方針を決定する上で重要な病理診断を確実に実施できる

体制を整備する。

(個別目標 )

患者とその家族が納得して治療を受けられる環境を整備 し、 3年以内に全て
の拠点病院にチーム医療の体制を整備することを目標とする。

診療ガイ ドラインの整備など、手術療法、放射線療法、化学療法の更なる質

の向上を図るとともに、地域での各種がん治療に関する医療連携を推進するこ

とにより、安心かつ安全な質の高いがん医療の提供を目標とする。

(2)がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成
(現状)

がんの専門医の育成に関しては、厚生労働省では、平成 19(200フ )年
から eラーニングを整備し、学会認定専門医の育成支援を行つている。また、

文部科学省では、平成 19(2007)年 度から平成 23(2011)年 度ま

でに「がんプロフェッショナル養成プラン」を実施し、大学では、放射線療法

やイヒ学療法、緩和ケア等のがん医療に専門的に携わる医師、薬剤師、看護師、

放射線技師、医学物理士等の医療従事者の育成を行つている。その他、国、学

会、拠点病院を中心とした医療機関、関係団体、独立行政法人国立がん研究セ

ンター (以下「国立がん研究センター」という。)な どで、医療従事者を対象と

ｎ
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して様々な研修が行われ、がん診療に携わる専門的な薬剤師、看護師等の認定

や育成を行つている。

しかし一方で、放射線療法、化学療法、緩和ケア、口腔ケア等のがん医療に

専門的に携わる医師や歯科医師をはじめ、薬剤師や看護師等の医療従事者の育

成が依然として不十分である他、多様化かつ細分化した学会認定専門医制度に

なつており、専門医の質の担保や各医療機関の専門医の情報が国民に分かりや

すく提供されていないなどの指摘がある。

(取 り組むべき施策)

質の高いがん医療が提供できるよう、より効率的かつ学習効果の高い教材の

開発や学習効果に対する評価、大学問連携による充実した教育プログラムの実

施等により、がん関連学会と大学などが協働して専門医や専門医療従事者の育

成を推進する。

大学に放射線療法、化学療法、手術療法、緩和ケアなど、がん診療に関する

教育を専門的かつ臓器別にとらわれない教育体制 (例えば「臨床腫瘍学講座」

や「放射線腫瘍学講座」など)を整備するよう努める。

がん医療に携わる医療従事者の育成に関わる様々な研修を整理 し、より効率

的な研修体制を検討するとともに、国、学会、拠点病院を中心とした医療機関、

関係団体、国立がん研究センター等は、研修の質の維持向上に努め、引き続き、

地域のがん医療を担う医療従事者の育成に取 り組む。また、医療機関でもこう

した教育プログラムヘ医療従事者が参加 しやすい環境を整備するよう努める。

(個別目標 )

5年以内に、拠点病院をはじめとした医療機関の専門医配置の有無等、がん

患者にとって分かりやす く提示できる体制の整備を目標とする。

また、関連学会などの協働を促 し、がん診療に携わる専門医のあり方を整理

するとともに、地域のがん医療を担う専門の医療従事者の育成を推進 し、がん

医療の質の向上を目標とする。

(3) がんと診断された時からの緩和ケアの推進
(現状 )

緩和ケアとは、「生命を脅かす疾患による問題に直面している患者とその家

族に対して、痛みやその他の身体的問題、心理社会的問題、スピリチュアルな



問題を早期に発見し、的確なアセスメン トと対処を行うことによって、 苦しみ
を予防し、和らげることで、00Lを 改善するアプローチである」 (世界保健
機関より)と されている。したがって、緩和ケアは精神心理的、社会的苦痛を
含めた全人的な対応が必要であり、その対象者は、患者のみならず、その家族

や遺族も含まれている。

このため、前基本計画の重点課題に「治療の初期段階からの緩和ケアの実施」

を掲げ、全ての拠点病院を中心に、緩和ケアチームを整備するとともに、がん

診療に携わる医師に対する緩和ケア研修会の開催の他、緩和ケアの地域連携な

どについても取り組んできた。

しかし、日本の医療用麻薬消費量は増加傾向にあるが、欧米先進諸国と比較

すると依然として少なく、がん性疼痛に苦しむがん患者の除痛がまだ十分に行

われていないことが推渭1される他、がんと診断された時から、身体的苦痛だけ

でなく、不安や抑うつなどの精神心理的苦痛、就業や経済負担などの社会的苦

痛など、患者とその家族が抱える様々な苦痛に対 して、迅速かつ適切な緩和ケ

アががん診療の中でまだ十分に提供されていない。

また、拠点病院に設置されている専門的緩和ケアを提供すべき緩和ケアチー

ムの実績や体制等に質の格差が見られる他、専門的な緩和ケアを担 う医療従事

者が不足している。さらに、こうした緩和ケアの質を継続的に評価 し還元でき

る体制も不十分である。

この他、国民の医療用麻菓への誤解や緩和ケアが終末期を対象としたものと

する誤つた認識があるなど、依然として国民に対 して緩和ケアの理解や周知が

進んでいない。

(取 り組むべき施策 )

患者とその家族が抱える様々な苦痛に対する全人的なケアを診断時から提供

し、確実に緩和ケアを受けられるよう、患者とその家族が抱える苦痛を適切に

汲み上げ、がん性疼痛をはじめとする様々な苦痛のスクリーニングを診断時か

ら行うなど、がん診療に緩和ケアを組み入れた診療体制を整備する。また、患

者とその家族等の心情に対して十分に配慮した、診断結果や病状の適切な伝え

方についても検討を行う。

拠点病院を中心に、医師をはじめとする医療従事者の連携を図り、緩和ケア



チームなどが提供する専門的な緩和ケアヘの患者とその家族のアクセスを改善

するとともに、個人・集団カウンセリングなど、患者とその家族や遺族などが

いつでも適切に緩和ケアに関する相談や支援を受けられる体制を強化する。

専門的な緩和ケアの質の向上のため、拠点病院を中心に、精神腫瘍医をはじ

め、がん看護の専門看護師・認定看護師、社会福祉士、臨床心理士等の適正配

置を図り、緩和ケアチームや緩和ケア外来の診療機能の向上を図る。

拠点病院 をはじめとする入院医療機関が在宅緩和ケアを提供できる診療所な

どと連携 し、患者とその家族の意向に応じた切れ日のない在宅医療の提供体制

を整備するとともに、急変 した患者や医療ニーズの高い要介護者の受入れ体制

を整備する。

がん性疼痛で苦しむ患者をな くすため、多様化する医療用麻薬をはじめとし

た身体的苦痛緩和のための薬剤の迅速かつ適正な使用と普及を図る。また、精

神心理的・社会的苦痛にも対応できるよう、医師だけでなく、がん診療に携わ

る医療従事者に対する人材育成を進め、基本的な緩和ケア研修を実施する体制

を構築する。

学会などと連携し、精神心理的苦痛に対するケアを推進するため、精神腫瘍

医や臨床心理士等の心のケアを専門的に行う医療従事者の育成に取り組む。

これまで取 り組んできた緩和ケア研修会の質の維持向上を図るため、患者の

視点を取 り入れつつ、研修内容の更なる充実とともに、必要に応じて研修指導

者の教育技法などの向上を目指 した研修を実施する。

医療従事者に対するがんと診断された時からの緩和ケア教育のみならず、大

学等の教育機関では、実習などを組み込んだ緩和ケアの実践的な教育プログラ

ムを策定する他、医師の卒前教育を担う教育指導者を育成するため、医学部に

緩和医療学講座を設置するよう努める。

緩和ケアの意義やがんと診断された時からの緩和ケアが必要であることを国

民や医療・福祉従事者などの対象者に応じて効果的に普及啓発する。

(個別目標 )

関係機関などと協力し、3年以内にこれまでの緩和ケアの研修体制を見直 し、



5年以内に、がん診療に携わる全ての医療従事者が基本的な緩和ケアを理解 し、
知識と技術を習得することを目標 とする。特に拠点病院では、自施設のがん診

療に携わる全ての医師が緩和ケア研修を修了することを目標とする。

また、 3年以内に、拠点病院を中心に、緩和ケアを迅速に提供できる診療体
制を整備するとともに、緩和ケアチームや緩和ケア外来などの専門的な緩和ケ

アの提供体+1の整備と質の向上を図ることを目標とする。

こうした取組により、患者とその家族などががんと診断された時か ら身体

的・精神心理的・社会的苦痛などに対して適切に緩和ケアを受け、こうした苦

痛が緩和されることを目標とする。

(4) 地域の医療・介護サービス提供体制の構築
(現状 )

医療提供体制については、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく

科学的根拠に基づく適切ながん医療を受けることができるよう拠点病院の整備

が進められてきた。 平成 24(2012)年 1月現在、388の 拠点病院が整
備され、 2次医療圏に対する拠点病院の整備率は 6フ %と なっている。

しか し、近年、拠点病院間に診療実績の格差があることに加え、診療実績や

支援の内容が分かりやすく国民に示されていないとの指摘がある。また、拠点

病院は、 2次医療圏に原則 1つ とされているため、既に同じ医療圏に拠点病院
が指定されている場合は、原則指定することができない。さらに、国指定の拠

点病院に加え、都府県が独自の要件に従ってがん医療を専門とする病院を指定

しているため、患者にとって分か りにくいとの指摘もあり、新たな課題が浮か

び上がっている。

地域連携については、がん医療の均てん化を目的に、地域の医療連携のツー

ルとして、平成 20(2008)年 より地域連携クリティカルバスの整備が開

始された。

しか し、多くの地域で地域連携クリティカルパスが十分に機能 しておらず、

十分な地域連携の促進につながっていないと指摘されている。

また、在宅医療・介護サービスについては、がん患者の間でもそのニーズが

高まつているが、例えば、がん患者の自宅での死亡割合は過去 5年間大きな変
化が見 られていない。
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こうした状況の中、施設中心の医療から生活の場で必要な医療・介護サー ビ

スを受けられる体制を構築することにより、住み慣れた場で安心 して自分らし

い生活を送ることのできる社会の実現が求められている。

そのため、入院医療機関では、在宅療養を希望する患者に対し、患者とその

家族に十分に説明 した上で、円滑に切れ目なく在宅医療・介護サービスヘ移行

できるよう適切に対応することが必要である。また、在宅医療や介護を担 う医

療福祉従事者の育成に当たつては、在宅療養中のがん患者が非がん患者と比較

して症状が不安定な場合が多いことを踏まえ、がん患者への医療・介護サー ビ

スについて、よりきめ細かな知識と技術を習得させることが必要である。さら

に、市町村等でも、急速な病状の変化に対応 し、早期に医療・介護サービスが

提供されるよう、各制度の適切な運用が求められている。

(取 り組むべき施策 )

拠点病院のあり方 (拠点病院の指定要件、拠点病院と都道府県が指定する拠

点病院の役割、国の拠点病院に対する支援、拠点病院と地域の医療機関との連

携、拠点病院を中心とした地域のがん医療水準の向上、国民に対する医療・支

援や診療実績等の情報提供の方法、拠点病院の客観的な評価、地域連携クリテ

ィカルバスの運用等)について、各地域の医療提供体制を踏まえた上で検討す

る。

拠点病院は、在宅緩和ケアを提供できる医療機関などとも連携 して、医療従

事者の在宅医療に対する理解を一層深めるための研修などを実施するとともに、

患者とその家族が希望する療養場所を選択でき、切れ目なく質の高い緩和ケア

を含めた在宅医療・介護サービスを受けられる体制を実現するよう努める。ま

た、国はこうした取組を支援する。

地域連携や在宅医療・介護サービスについては、患者の複雑な病態や多様な

ニーズにも対応できるよう、地域の経験や倉1意を取 り入れ、多様な主体が役割

分担の下に参加する、地域完結型の医療・介護サービスを提供できる体制の整

備、各制度の適切な運用とそれに必要な人材育成を進める。

(個別目標 )

がん患者がその居住する地域にかかわらず等 しく質の高いがん医療を受けら

れるよう、 3年以内に拠点病院のあり方を検討 し、 5年以内に検討結果を踏ま

えてその機能を更に充実させることを目標とする。



また、がん患者が住み liれた家庭や地域での療養や生活を選択できるよう在

宅医療・介護サー ビス提供体制の構築を目標とする。

(5) 医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けた取組
(現状 )

がん医療の進歩は目覚ましいが、治験着手の遅れ、治験の実施や承認審査に

時間がかかる等の理由で、欧米で標準的に使用されている医薬品・医療機器が

日本で使用できない状況であるいわゆる「 ドラッグ・ラグ」「デバィス・ラグ」

が問題となっている。

こうした問題に取 り組むため、政府では「革新的医薬品・医療機器創出のた

めの 5か年戦略」 (平成 19(2007)年 )、「新たな治験活性化 5カ 年計画」
(平成 19(2007)年 )、「医療機器の審査迅速化アクションプログラム」(平

成 20(2008)年 )に基づき医薬品・医療機器の早期開発・承認に向けた
取組が行われ、審査期間の短縮等が図られてきている。

また、欧米では使用が認められているが、国内では承認されていない医薬品

や適応 (未承認薬・適応外薬)に係る要望の公募を実施し、「医療上の必要性の
高い未承認薬・適応外薬検討会議」の中で、医療上の必要性を判断 し、企業ヘ

の開発要請や開発企業の募集を行う取組が平成 21(2009)年 より進めら

れている。

具体的には、学会や患者団体等から平成 21(2009)年 当時、未承認薬

のみならず、適応外薬についても多くの要望が提出され、そのうち医療上の必

要性の高い未承認薬・適応外薬について、承認に向けた取組が進められている。

しかしながら、国際水準の質の高い臨床研究を行うための基盤整備が十分で

ないほか、がんの集学的治療開発を推進するための研究者主導臨床試験を実施

する基盤も不十分である。特に希少がん・小児がんについては患者の数が少な

く治験が難 しいため ドラツグ・ラグの更なる拡大が懸念されており、一層の取

組が求められている。

(取 り組むべき施策 )

質の高い臨床研究を推進するため、国際水準の臨床研究の実施や研究者主導

治験の中心的役割を担う臨床研究中核病院 (仮称)を整備していくほか、弓|き
続き研究者やCRC(臨 床研究コーディネーター)等の人材育成に努める。



独立行政法人医薬品医療機器総合機構 (以下「PMDA」 という。)は、引き
続き薬事戦略相談事業を継続するなど体制を強化しつつ、PMDAと 大学・ナ
ショナルセンター等の人材交流を進め、先端的な倉1薬・医療機器等の開発に対

応できる審査員の育成を進めていく。

未承認薬・適応外薬の開発を促進するため、引き続き、「医療上の必要性の高

い未承認薬 口適応外薬検討会議」を定期的に開催し、欧米等で承認等されてい

るが国内で未承認・適応外の医薬品等であつて医療上必要性が高いと認められ

るものについて、関係企業に治験実施等の開発を要請する取組を行う。また、

こうした要請に対して企業が治験に取り組めるよう、企業治験を促進するため

の方策を、既存の取組の継続も含めて検討する。未承認薬のみならず適応外薬

も含め、米国等の承認の状況を把握するための取組に着手する。

「医療上の必要性の高い未承認薬・適応外薬検討会議」の中で、医療上の必

要性が高いと判断されたにもかかわらず、長期間治験が見込まれない抗がん斉1

についても、保険外併用療養費制度の先進医療の運用を見直し、先進医療の迅

速かつ適切な実施について取り組んでいく。

なお、がんを含め、致死的な疾患等で他の治療法がない場合に、未承認薬や

適応外薬を医療現場でより使いやすくするための方策については、現行制度の

基本的な考え方や患者の安全性の確保といつた様々な観点や課題を踏まえつつ、

従前からの議論を継続する。

希少疾病用医薬品・医療機器について、専門的な指導・助言体制を有する独

立行政法人医薬基盤研究所を活用するなど、より重点的な開発支援を進めるた

めの具体的な対策を検討する。

臨床研究や治験を進めるためには患者の参加が不可欠であることから、国や

研究機関等は、国民や患者の目線に立って、臨床研究・治験に対する普及啓発

を進め、患者に対して臨床研究・治験に関する適切な情報提供に努める。

(個別目標)

医薬品・医療機器の早期開発・承認等に向けて、臨床研究中核病院 (仮称 )

の整備、PMDAの 充実、未承認薬・適応外薬の治験の推進、先進医療の迅速
かつ適切な実施等の取組を一層強化し、患者を含めた国民の視点に立って、有
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効で安全な医薬品を迅速に提供するための取組を着実に実施することを目標と

する。

(6)その他
(現状 )

病理診断医については、これまで拠点病院では、病理・細胞診断の提供体帝1

の整備を行つてきたが、依然として病理診断医の不足が深刻な状況にある。

リハビリテーションについては、治療の影響から患者の鳴下や呼吸運動など

の日常生活動作に障害が生 じることがあり、また、がん患者の病状の進行に伴

い、次第に日常生活動作に次第に障害を来し、著 しく生活の質が悪化すること

が しばしば見られることから、がん領域でのリハビリテーションの重要性が指

摘されている。

希少がんについては、様々な希少がんが含まれる小児がんをはじめ、肉腫、

口腔がんや成人 T細胞白血病 (以下「ATL」 という。)な ど、数多くの種類が
存在するが、それぞれの患者の数が少なく、専門とする医師や施設も少ないこ

とから、診療ガイドラインの整備や有効な診断・治療法を開発し実用化するこ

とが難しく、現状を示すデータや医療機関に関する情報も少ない。

(取 り組むべき施策)

病理診断については、若手病理診断医の育成をはじめ、細胞検査士等の病理

関連業務を専門とする臨床検査技師の適正配置などを行い、さらに病理診断を

補助する新たな支援のあり方や病理診断システムや情報技術の導入、中央病理

診断などの連携体制の構築などについて検討し、より安全で質の高い病理診断

や細胞診断の均てん化に取 り組む。

リハビリテーションについては、がん患者の生活の質の維持向上を目的とし

て、運動機能の改善や生活機能の低下予防に資するよう、がん患者に対する質

の高いリハビリテーションについて積極的に取り組む。

希少がんについては、患者が安心して適切な医療を受けられるよう、希少が

んに関する標準的治療の提供体制、情報の集約 口発信、相談支援、研究開発等

のあり方について、希少がんが数多く存在する小児がん対策の進捗等を参考に

しながら検討する。
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(個別目標 )

3年以内に、拠点病院などで、病理診断の現状を調査 し、がん診療の病理診

断体制のあ り方などについて検討する。また、拠点病院などで、がんのリハビ

リテーシヨンに関わる医療従事者に対 して質の高い研修を実施 し、その育成に

取 り組む。希少がんに対 しては、臨床研究体制の整備とともに個々の希少がん

に見合つた診療体制のあり方を検討する。

2.が んに関する相談支援と情報提供
(現状 )

医療技術の進歩や情報端末の多様 1ヒに伴い多くの情報があら、れる中、患者や

その家族が医療機関や治療の選択に迷う場面も多くなつていることから、これ

まで拠点病院を中心に相談支援センターが設置され、患者とその家IIxのがんに

対する不安や疑間に対応してきた。

また、国立がん研究センターでは、様々ながんに関連する情報の収集、分析、

発信、さらに相談員の研修や各種がんに関する小冊子の作成配布等、相談支援

と情報提供の中核的な組織として活動を行つてきた。さらに、学会、医療機関、

患者団体、企業等を中心として、がん患者サロンや患者と同じような経験を持

つ者による支援 (ピア・サポー ト)な どの相談支援や情報提供に係る取組も広

が りつつある。

しかしながら、患者とその家族のニーズが多様化している中、相談支援セン

ターの実績や体制に差がみられ、こうした差が相談支援や情報提供の質にも影

響 していることが懸念されている。また、相談に対応可能な人員が限られる中、

最新の情報を正確に提供 し、精神心理的にも患者とその家族を支えることので

きる体制の構築などの課題が指摘されている。

(取 り組むべき施策 )

国・地方公共団体・拠点病院等の各 レベルでどのような情報提供 と相談支援

をすることが適切か明確にし、学会、医療機関、患者団体、企業等の力も導入

したより効率的・効果的な体制構築を進める。

拠点病院は、相談支援センターの人員確保、院内・院外の広報、相談支援セ

ンター間の情報共有や協力体制の構築、相談者からフィー ドバックを得るなど

の取組を実施するよう努め、国はこうした取組を支援する。
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拠点病院は、相談支援センターと院内診療科との連携を図り、特に精神心理

的苦痛を持つ患者とその家族に対して専門家による診療を適切な時期に提供す

るよう努める。

がん患者の不安や悩みを軽減するためには、がんを経験 した者もがん患者に

対する相談支援に参加することが必要であることから、国と地方公共団体等は、

ピア・サポー トを推進するための研修を実施するなど、がん患者・経験者との

協働を進め、ピア・サポー トをさらに充実するよう努める。

国立がん研究センターは、相談員に対する研修の充実や情報提供・相談支援

等を行うとともに、希少がんや全国の医療機関の状況等についてもより分か り

やす く情報提供を行い、全国の中核的機能を担う。

PMDAは 、関係機関と協力し、副作用の情報収集・評価と患者への情報提
供を行う。

(個別目標 )

患者とその家族のニーズが多様化 している中、地方公共団体、学会、医療機

関、患者団体等との連携の下、患者とその家族の悩みや不安を汲み上げ、がん

の治療や副作用・合併症に関する情報も含めて必要とする最新の情報を正しく

提供 し、きめ細やかに対応することで、患者とその家族にとつてより活用しや

すい相談支援体制を早期に実現することを目標とする。

3. がん登録
(現状 )

がんの罹患数や罹患率、生存率、治療効果のIE握など、がん対策の基礎とな

るデータを得ることにより、エビデンスに基づいたがん対策や質の高いがん医

療を実施するため、また、国民や患者べの情報提供を通じてがんに対する理解

を深めるためにもがん登録は必須である。

地域がん登録は健康増進法 (平成 14年法律第 103号 )第 16条に基づき
平成 24(2012)年 1月 現在、 45道府県で実施され、平成 24(201
2)年度中に全都道府県が実施する予定となつている。また、地域がん登録ヘ
の積極的な協力と院内がん登録の実施は拠点病院の指定要件であり、拠点病院

で全国の約 6割の患者をカバーしていると推定されている。平成 23(201
1)年 5月 、国立がん研究センターが拠点病院の院内がん登録情報を初めて公



開した。

地域がん登録の取組は徐々に拡大し、登録数も平成 19(2007)年 35

万件か ら平成 22(2010)年 59万件へと順調に増加 しているが、医療機
関に届出の義務はなく、職員も不足している等の理由から院内がん登録の整備

が不十分であること、現在の制度の中で、患者の予後情報を得ることは困難又

はその作業が過乗Jな負担となつていること、地域がん登録は各都道府県の事業

であるため、データの収集、予後調査の方法、人員、個人情報保護の取扱いな

どの点でば らつきがみられることなどが課題としてあげられる。 さらに、国の

役害1についても不明確であり、こうした理由から、地域がん登録データの精度

が不十分であり、データの活用 (国民への還元)が進んでいないとの指摘があ

る。

(取 り組むべき施策 )

法的位置付けの検討も含めて、効率的な予後調査体制を構築し、地域がん登

録の精度を向上させる。また、地域がん登録を促進するための方策を、既存の

取組の継続 も含めて検討する。

国、地方公共団体、医療機関等は、地域がん登録の意義と内容について周知

を図るとともに、将来的には検診に関するデータや学会による臓器がん登録等

と組み合わせることによつて更に詳細にがんに関する現状を分析 していくこと

を検討する。

国立がん研究センターは、拠点病院等への研修、データの解析・発信、地域・

院内がん登録の標準化への取組等を引き続き実施 し、各医療機関は院内がん登

録に必要な人材を確保するよう努める。

(個別目標 )

5年以内に、法的位置付けの検討も含め、効率的な予後調査体制の構築や院

内がん登録を実施する医療機関数の増加を通 じて、がん登録の精度を向上させ

ることを目標とする。

また、患者の個人情報の保護を徹底 した上で、全てのがん患者を登録 し、予

後調査を行 うことにより、正確ながんの罹患数や罹患率、生存率、治療効果等

を把握 し、国民、患者、医療従事者、行政担当者、研究者等が活用しやすいが

ん登録を実現することを目標とする。



4.がんの予防
(現状 )

がんの原因は、喫煙 (受動喫煙を含む)、 食生活、運動等の生活習慣、ウイル

スや細菌への感染など様々なものがある。特に、喫煙が肺がんをはじめとする

種々のがんの原因となっていることは、科学的根拠をもって示されている。

たばこ対策については、「21世紀における国民健康づくり運動」や健康増
進法に基づく受動喫煙対策を行つてきたが、平成 17(2005)年 に「たば

この規制に関する世界保健機関枠組条約」が発効 したことから、日本でも、同

条約の締約国として、たばこ製品への注意文言の表示強化、広告規制の強化、

禁煙治療の保険適用、公共の場は原貝Jと して全面禁煙であるべき旨の通知の発

出等対策を行ってきた。また、平成 22(2010)年 10月 には、国民の健
康の観点から、たばこの消費を抑制するという考え方の下、 1本あたり3.5
円のたばこ税率の引上げを行った。

こうした取組により、成人の喫煙率は、24.1%(平 成 19(2007)
年)か ら19.5%(平 成 22(2010)年 )と 減少したところであるが、
男性の喫煙率は、 32.20/6(平成 22(2010)年 )と 諸外国と比較する
と依然高い水準である。

また、成人の喫煙者のうち、禁煙を希望している者は、 28.9%(平 成 1
9(2007)年 )か ら37.6%(平 成 22(2010)年 )と 増加 してい
る。

受動喫煙の機会を有する者の割合については、行政機関は 16.9%(平 成
20(2008)年 )、 医療機関は13.3%(平 成20(2008)年 )と な
つている。一方、職場の受動喫煙の状況については、「全面禁煙」又は「喫煙室
を設けそれ以外を禁煙」のいずれかの措置を講じている事業所の割合が64%、
職場で受動喫煙を受けている労働者が44%(平 成23(2011)年 )と さ
れ、職場の受動喫煙に対する取組が遅れているもまた、家庭で日常的に受動喫
煙の機会を有する者の割合は10.7%(平 成22(2010)年 )、 飲食店で

受動喫煙の機会を有する者の割合は50.1%(平 成22(2010)年 )と
なっている。

また、ウイルスや細菌への感染は、男性では喫煙に次いで2番目、女性では
最もがんの原因として寄与が高い因子とされている。例えば、子宮頸がんの発
がんと関連するヒトパピローマウイルス (以下「HPV」 とぃぅ。)、 肝がん



と関連する肝炎ウイルス、ATLと 関連するヒトT細胞白血病ウイルス 1型 (以
下「HTLV-1」 という。)、 胃がんと関連するヘリコバクター・ピロリな

どがある。この対策として、子宮頸がん予防 (HPV)ワ クチン接種の推進、
肝炎ウイルス検査体制の整備、HTLV-1の 感染予防対策等を実施 している。

がんと関連する生活習慣等については、「 21世紀における国民健康づくり
運動」等で普及・啓発等を行ってきたが、多量に飲酒する人の割合や野菜の摂

取量に変化が見られず、果物類を摂取している人の割合が低下 しているなど、

普及啓発が不十分な部分がある。

(取 り組むべき施策)

たばこ対策については、喫煙率の低下と受動喫煙の防止を達成するための施

策等をよリー層充実させる。具体的には、様々な企業・団体と連携 した喫煙が

与える健康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動の一層の推進の

他、禁煙希望者に対する禁煙支援を図るとともに、受動喫煙の防止については、

平成 22(2010)年 に閣議決定された「新成長戦略」の工程表の中で、「受

動喫煙のない職場の実現」が目標として掲げられていることを踏まえ、特に職

場の対策を強化する。また、家庭における受動喫煙の機会を低下させるに当た

っては、妊産婦の喫煙をなくすことを含め、受動喫煙防止を推進するための普

及啓発活動を進める。

感染に起因するがんへの対策のうち、HPVに ついては、子宮頸がん予防 (H
PV)ワ クチンの普及啓発、ワクチンの安定供給に努めるとともにワクチン接
種の方法等のあり方について検討を行う。また、引き続き子宮頸がん検診につ

いても充実を図る。肝炎ウイルスについては、肝炎ウイルス検査体制の充実や

普及啓発を通 じて、肝炎の早期発見・早期治療につなげることにより、肝がん

の発症予防に努める。また、 B型肝炎ウイルスワクチンの接種の方法等のあり

方について検討を行う。HTLV-1に ついては、感染予防対策等に引き続き
取 り組む。ヘリコバクター・ピロリについては、除菌の有用性について内外の

知見をもとに検討する。

その他の生活習慣等については、「飲酒量の低減」、「定期的な運動の継続」、

「適切な体重の維持」、「野菜・果物摂取量の増加」、「食塩摂取量の減少」

等の日本人に推奨できるがん予防法について、効果的に普及啓発等を行う。
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(個別目標 )

喫煙率については、平成 34(2022)年 度までに、禁煙希望者が禁煙す

ることにより成人喫煙率を 12%と することと、未成年者の喫煙をなくすこと
を目標 とする。さらに、受動喫煙については、行政機関及び医療機関は平成 3
4(2022)年 度までに受動喫煙の機会を有する者の割合を 0%、 職場につ
いては、事業者が「全面禁煙」又は「喫煙室を設けそれ以外を禁煙」のいずれ

かの措置を講 じることにより、平成 32(2020)年 までに、受動喫煙の無

い職場を実現することを目標とする。また、家庭、飲食店については、喫煙率

の低下を前提に、受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより、平

成 34(2022)年 度までに家庭は 3%、 飲食店は 150/0と することを目標
とする。

また、感染に起因するがんへの対策を推進することにより、がんを予防する

ことを目標とする。

さらに、生活習慣改善については、「ハイリスク飲酒者の減少」、「運動習

慣者の増加」、「野菜と果物の摂取量の増加」、「塩分摂取量の減少」等を目

標とする。

5.がんの早期発見
(現状 )

がん検診は健康増進法に基づく市町村 (特別区を含む。以下同じ。)の事業
として行われている。

国は、平成 23(2011)年 度までにがん検診受診率を50%以 上にする
ことを目標に掲げ、がん検診無料クーポンと検診手帳の配布やミ企業との連携

促進、受診率向上のキヤンペーン等の取組を行つてきた。また、がん検診の有

効性や精度管理についても検討会を開催する等、科学的根拠に基づくがん検診

を推進 してきた。さらに、地方公共団体でも、普及啓発活動や現場の工夫によ

り受診率向上のための取組を実施 してきた。

しか しながら、がん検診の受診率は、子宮頸がん・乳がん検診で近年上昇 し、

年代によつては 40%を 超えているが、依然として諸外国に比べて低 く、20%
から30%程 度である。この理由としてがん検診へのアクセスが悪い、普及啓
発が不十分であること等が指摘され、また、厚生労働省研究班によると対象者

全員に受診勧奨をしている市町村は約半数に留まっている。

また、科学的根拠に基づくがん検診の実施についても十分でなく、国の指針
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以外のがん種の検診を実施している市町村と国の指針以外の検診項目を実施 し

ている市町村の数はそれぞれ 1000を 超えている。また、精度管理を適切に
実施 している市町村数は徐々に増加 しているが、依然として少ない。

さらに、現状、がん検診を受けた者の 40%か ら50%程 度が職域で受けて
いるほか、個人でがん検診を受ける者もいる。しかしながら、職域等のがん検

診の受診率や精度管理については定期的に把握する仕組みがないことも課題と

なっている。

(取 り組むべき施策)

市町村によるがん検診に加えて、職域のがん検診や、個人で受診するがん検

診、さらに、がん種によつては医療や定期健診の中でがん検診の検査項目が実

施されていることについて、その実態のより正確な分析を行う。

がん検診の項目について、国内外の知見を収集 し、科学的根拠のあるがん検

診の方法等について検討を行 う。都道府県は市町村が科学的根拠に基づくがん

検診を実施するよう、引き続き助言を行い、市町村はこれを実施するよう努め

る。さらに、職域のがん検診についても科学的根拠のあるがん検診の実施を促

すよう普及啓発を行う。

都道府県は、生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により、

がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討する。

精度管理の一環として、検診実施機関では、受診者へ分か りやす くがん検診

を説明するなど、受診者の不安を軽減するよう努める。

受診率向上施策については、これまでの施策の効果を検証 した上で、検診受

診の手続きの簡便化、効果的な受診勧奨方法の開発、職域のがん検診との連携

など、より効率的・効果的な施策を検討する。           ,

がん検診の意義、がんの死亡率を下げるため政策として行う対策型検診と人

間 ドックなどの任意型検診との違いや、がん検診で必ずがんを見つけられるわ

けではないことやがんがなくてもがん検診の結果が「陽性」となる場合もある

などがん検診の欠点についても理解を得られるよう普及啓発活動を進める。
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(個別目標 )

5年以内に、全ての市町村が、精度管理・事業評価を実施するとともに、科
学的根拠に基づくがん検診を実施することを目標とする。

がん検診の受診率については、5年以内に 50%(胃 、肺、大腸は当面 40%)
を達成することを目標とする。日標値については、中間評価を踏まえ必要な見

直 しを行う。また、健康増進法に基づくがん検診で「よ、年齢制限の上限を設け

ず、ある一定年齢以上の者を対象としているが、受診率の算定に当たっては、

海外諸国との比較等も踏まえ、40歳から69歳 (子宮頸がんは20歳から6
9歳 )までを対象とする。
がん検診の項目や方法については、国内外の知見を収集 して検討し、科学的

根拠のあるがん検診の実施を目標とする。

6.がん研究
(現状 )

日本のがん研究は、平成 16(2004)年 度に策定された「第 3次対がん
10か年総合戦略」を基軸として、戦略的に推進されるとともに、これまでの
基本計画で掲げられた、難治性がんの克服や患者のQOL向 上に資する研究な
ど臨床的に重要性の高い研究や、がん医療の均てん化など政策的に必要性の高

い研究に重点的に取り組んできている。

また、国内のがん研究に対する公的支援は、厚生労働省、文部科学省、経済

産業省など複数の関係省庁により実施され、内閣府の総合科学技術会議 と内閣

官房医療イノベーション推進室によって各省庁によるがん研究事業の企画立案
から実施状況までの評価が行われ、省庁間の一定の連携が図られるとともに、
がん研究の推進体制や実施基盤に多様性をもたらしている。

しかし、依然として、多くのがん種でその本態には未だ解明されていない部

分も多く、がんの予防や根治、治療に伴う副作用の軽減等を目指した基礎研究

をさらに推進する必要がある。また、近年は、国際的に進められているがんワ

クチン開発等の免疫療法をはじめ、日本発のがん治療薬や医療機器の開発の遅

れが指摘され、特に難治性がんや小児がんを含めた希少がんについては、創薬

や機器開発をはじめとして、有効な診断・治療法を早期に開発し、実用化する
ことが求められている。

また、基礎研究、臨床研究、公衆衛生研究等、全ての研究分野でその特性に

適した研究期間の設定や研究費の適正配分が行われてなく、研究に関わる専門



の人材育成等を含めた継続的な支援体制が十分に整備されていないことが、質

の高い研究の推進の障害となつている。

さらに、各省庁による領域毎のがん研究の企画・設定と省庁間連携、国内の

がん研究の実施状況の全貌の把握と更なる戦略的・一体的な推進が求められて

いる。

この他、全てのがん研究に関して、その明確な目標や方向性が患者や国民に

対して適切に伝えられてなく、その進捗状況を的確に把握し評価するため体制

も不十分である。

(取 り組むべき施策)

ドラツグ・ラグとデバイス・ラグの解消の加速に向け、より質の高い臨床試

験の実施を目指し、がんの臨床試験を統合・調整する体制や枠組みを整備する。

また、日本発の革新的な医薬品・医療機器を創出するため、がん免疫療法の

がんワクチンや抗体薬の有用性を踏まえた創薬研究をはじめ、国際水準に準拠

した上で、first― in human試験 (医薬品や医療機器を初めてヒトに使用する試

験をいう。)、 未承認薬などを用いた研究者主導臨床試験を実施するための基盤

整備と研究施設内の薬事支援部門の強化を推進する。

より効率的な適応拡大試験などの推進のため、平成24(2012)年 度よ
り臨床試験グループの基盤整備に対する支援を図る。

固形がんに対する革新的外科治療・放射線治療の実現、新たな医療機器導入

と効果的な集学的治療法開発のため、中心となつて臨床試験に取り組む施設を

整備し、集学的治療の臨床試験に対する支援を強化する。

がんの特性の理解とそれに基づく革新的がん診断・治療法の創出に向け、先端

的生命科学をはじめとする優良な医療シーズ (研究開発に関する新たな発想や

技術などをいう。)を生み出すがんの基礎研究への支援を一層強化するとともに、

その基礎研究で得られた成果を臨床試験等へつなげるための橋渡し研究などヘ

の支援の拡充を図る。

限られた研究資源を有効に活用するため、公的なバイオバンクの構築や解析

研究拠点等の研究基盤の整備と情報の共有を促進することにより、日本人のが



んゲノム解析を推進する。

国内の優れた最先端技術を応用した次世代の革新的医療機器開発を促進する。

また、実際に一定数のがん患者に対して高度標準イじ治療を実施している施設に

医療機器開発プラットフォームを構築し、それを活用した効率的な臨床試験の

推進に対して継続的に支援する。

がんの予防方法の確立に向けて、大規模な公衆衛生研究や予防研究が効率的

に実施される体制を整備し、放射線・化学物質等への健康影響、予防介入効果、

検診有効性等の評価のための大規模疫学研究を戦略的に推進するとともに、公

衆衛生研究の更なる推進のため、個人情報保護とのバランスを保ちつつ、がん

に関する情報や行政資料を利用するための枠組みを整備する。

社会でのがん研究推進全般に関する課題を解決するため、研究成果に対する

透明性の高い評価制度を確立 維ヽ持するとともに、がん研究全般の実施状況と

その成果を国民に積極的に公開することにより、がん研究に対する国民やがん

患者の理解の深化を図り、がん患者が主体的に臨床研究に参画しやすい環境を

整備する。

がん登録の更なる充実を通じて、がん政策科学へのエビデンスの提供を推進

するとともに、 予防・検診・診断ガイドラインの作成や、がん予防の実践、が
ん検診の精度管理、がん医療の質評価、患者の経済的負担や就労等に関する政

策研究に対して効果的な研究費配分を行う。

若手研究者 (リ サーチ・レジデント等)や研究専門職の人材をはじめとする
がん研究に関する人材の戦略的育成や、被験者保護に配慮しつつ倫理指針の改

定を行うとともに、研究と倫理審査等の円滑な運用に向けた取組を行う。

(個別目標)

国は、「第3次対がん 10か年総合戦略」が平成25(2013)年 に終了す
ることから、2年以内に、国内外のがん研究の推進状況を俯瞳し、がん研究の

課題を克服し、企画立案の段階から基礎研究、臨床研究、公衆衛生学的研究、

政策研究等のがん研究分野に対して関係省庁が連携して戦略的かつ一体的に推

進するため、今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等を明示する新たな総

合的ながん研究戦略を策定することを目標とする。

また、新たながん診断・治療法やがん予防方法など、がん患者の視点に立っ



て実用化を目指した研究を効率的に推進するため、がん患者の参画などを図り、

関係省庁の連携や研究者間の連携を促進する機能を持つた体制を整備し、有効

で安全ながん医療をがん患者を含めた国民に速やかに提供することを目標とす

る。

フ. 小 !尾がノι

(現状 )

「がん」は小児の病死原因の第 1位である。小児がんは、成人のがんと異な

り生活習ll■と関係なく、乳幼児から思春期、若年成人まで幅広い年齢に発症し、

希少で多種多様ながん種からなる。

一方、小児がんの年間患者の数は 2000人 から2500人 と少ないが、小
児がんを扱う施設は約 200程 度と推定され、医療機関によっては少ない経験
の中で医療が行われている可能性があり、小児がん患者が必ずしも適切な医療

を受けられていないことが懸念されている。

また、強力な治療による合併症に加え、成長発達期の治療により、治癒 した

後も発育・発達障害、内分泌障害、臓器障害、性腺障害、高次脳機能障害、二

次がんなどの問題があり、診断後、長期にわたつて日常生活や就学・就労に支

障を来すこともあるため、患者の教育や自立と患者を支える家族に向けた長期

的な支援や配慮が必要である。

さらに、現状を示すデータも限られ、治療や医療機関に関する情報が少なく、

心理社会的な問題への対応を含めた相談支援体制や、セカン ドオピニオンの体

制も不十分である。

(取 り組むべき施策 )

小児がん拠点病院 (仮称)を指定 し、専門家による集学的医療の提供 (緩和

ケアを含む )、 患者とその家族に対する心理社会的な支援、適切な療育・教育環

境の提供、小児がんに携わる医師等に対する研修の実施、セカンドオピニオン

の体制整備、患者とその家族、医療従事者に対する相談支援等の体制を整備す

る。

小児がん拠点病院を整備したのち、小児がん拠点病院は、地域性も踏まえて、

患者が速やかに適切な治療が受けられるよう、地域の医療機関等との役割分担

と連携を進める。また、患者が、発育時期を可能な限り慣れ親 しんだ地域に留



まり、他の子どもたちと同じ生活・教育環境の中で医療や支援を受けられるよ

うな環境を整備する。

小児がん経験者が安心 して暮らせるよう、地域の中で患者とその家族の不安

や治療による合併症、二次がんなどに対応できる長期フォローアップの体制と

ともに、小児がん経験者の自立に向けた心理社会的な支援についても検討する。

小児がんに関する情報の集約・発信、診療実績などのデータベースの構築、
コールセンター等による相談支援、全国の小児がん関連施設に対する診療、連

携、臨床試験の支援等の機能を担う中核的な機関のあり方について検討し整備

を開始する。

(個別目標 )

小児がん患者とその家族が安心 して適切な医療や支援を受けられるような環

境の整備を目指 し、 5年以内に、小児がん拠点病院を整備し、小児がんの中核
的な機関の整備を開始することを目標とする。

8.がんの教育・普及啓発
(現状 )

健康については子どもの頃から教育することが重要であり、学校でも健康の

保持増進と疾病の予防といつた観点から、がんの予防も含めた健康教育に取 り

組んでいる。しか し、がんそのものやがん患者に対する理解を深める教育は不

十分であると指摘されている。

また、患者を含めた国民に対するがんの普及啓発は、例えば「がん検診 50%
集中キャンペーン」の開催、国立がん研究センターや拠点病院等の医療機関を

中心とした情報提供や相談支援、民間を中心としたキャンペーン、患者支援、

がん検診の普及啓発や市民公開講座など様々な形で行われている。 しかし、い

まだがん検診の受診率は 20%か ら30%程 度であるなどがんに対する正しい
理解が必ず しも進んでいない。

さらに、職域でのがんの普及啓発、がん患者への理解、がんの業が開発され

るまでの過程や治験に対する理解、様々な情報端末を通じて発信される情報に

よる混乱等新たな二一ズや問題も明らかになりつつある。



(取 り組むべき施策 )

健康教育全体の中で「がん」教育をどのようにするべきか検討する。

地域性を踏まえて、がん患者とその家族、がんの経験者、がん医療の専門家、

教育委員会 をはじめとする教育関係者、国、地方公共団体等が協力して、対象

者ごとに指導内容・方法を工夫した「がん」教育の試行的取組や副読本の作成

を進めてい くとともに、国は民間団体等によつて実施されている教育活動を支

援する。

国民への普及啓発について、国や地方公共団体は引き続き、検診や緩和ケア

などの普及啓発活動を進めるとともに、民間団体によつて実施されている普及

啓発活動を支援する。

患者とその家族に対しても、国や地方公共団体は引き続き、拠点病院等医療

機関の相談支援・情報提供機能を強化するとともに、民間団体によって実施さ

れている相談支援・情報提供活動を支援する。

(個別目標 )

子どもに対 しては、健康と命の大切さについて学び、自らの健康を適切に管

理し、がんに対する正しい知識とがん患者に対する正しい認識を持つよう教育

することを目指し、 5年以内に、学校での教育のあり方を含め、健康教育全体

の中で「がん」教育をどのようにするべきか検討 し、検討結果に基づく教育活

動の実施を目標とする。

国民に対 しては、がん予防や早期発見につながる行動変容を促 し、自分や身

近な人ががんに罹患してもそれを正しく理解 し、向かい合うため、がんの普及

啓発活動をさらに進めることを目標とする。

患者に対 しては、がんを正しく理解 し向き合うため、患者が自分の病状、治

療等を学ぶ ことのできる環境を整備する。患者の家族についても、患者の病状

を正 しく理解 し、患者の心の変化、患者を支える方法などに加え、患者の家族

自身も心身のケアが必要であることを学ぶことのできる環境を整備することを

目標とする。

9.がん患者の就労を含めた社会的な問題
(現状 )

毎年 20歳から64歳までの約 22万人ががんに罹患し、約 フ万人ががんで

死亡 している一方、がん医療の進歩とともに、日本の全がんの 5年相対生存率



は 57%で あり、がん患者・経験者の中にも長期生存し、社会で活躍 している
者も多い。

一方、がん患者・経験者とその家族の中には就労を含めた社会的な問題に直

面 している者も多い。例えば、厚生労働省研究班によると、がんに罹患 した勤

労者の 30%が 依願退職し、 4%が解雇されたと報告されている。こうしたこ
とから、就労可能ながん患者・経験者さえも、復職、継続就労、新規就労する

ことが困難な場合があると想定される。

また、拠点病院の相談支援センターでも、就労、経済面、家族のサポー トに

関することなど、医療のみならず社会的な問題に関する相談も多い。しか しな

が ら、必ずしも相談員が就労に関する知識や情報を十分に持ち合わせていると

は限らず、適切な相談支援や情報提供が行われていないことが懸念される。

(取 り組むべき施策 )

がん以外の患者へも配慮 しつつ、がん患者・経験者の就労に関するニーズや

課題を明らかにした上で、職場でのがんの正 しい知識の普及、事業者・がん患

者やその家族・経験者に対する情報提供・相談支援体制のあり方等を検討し、

検討結果に基づいた取組を実施する。

働 くことが可能かつ働 く意欲のあるがん患者が働けるよう、医療従事者、産

業医、事業者等との情報共有や連携の下、プライバシー保護にも配慮 しつつ、

治療と職業生活の両立を支援するための仕組みについて検討 し、検討結果に基
づき試行的取組を実施する。

がん患者も含めた患者の長期的な経済負担の軽減策については、引き続き検

討を進める。

医療機関は、医療従事者にとつて過度な業務負担とならないよう健康確保を

図つた上で、患者が働きながら治療を受けられるように配慮するよう努めるこ

とが望ましい。

事業者は、がん患者が働きながら治療や療養できる環境の整備、さらに家族

ががんになった場合でも働き続けられるような配慮に努めることが望ましい。

また、職場や採用選考時にがん患者・経験者が差別を受けることのないよう十

分に留意する必要がある。



(個別目標 )

がん患者・経験者の就労に関するニーズや課題を3年以内に明らかにした上

で、国、地方公共団体、関係者等が協力して、がんやがん患者
。経験者に対す

る理解を進め、がん患者・経験者とその家族等の仕事と治療の両立を支援する

ことを通 じて、抱えている不安の軽減を図り、がんになっても安心 して働き暮

らせる社会の構築を目標とする。

5 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

関係者等の連携協力の更なる強イL

がん対策の推進に当たつては、国、地方公共団体と関係者等が、適切な役割

分担の下、相互の連携を図りつつ一体となつて努力していくことが重要である。

2.都 道府県による都道府県計画の策定

都道府県では、基本計画を基本として、平成 25(2013)年 度からの新

たな医療計画等との調和を図り、がん患者に対するがん医療の提供の状況等を

踏まえ、地域の特性に応じた自主的かつ主体的な施策も盛り込みつつ、なるベ

く早期に「都道府県がん対策推進計画」の見直しを行うことが望ましい。

3. 関係者等の意見の把握

がん対策を実効あるものとして総合的に展開していくため、国と地方公共団

体は、関係者等の意見の把握に努め、がん対策に反映させていくことが極めて

重要である。

4. がん患者を含めた国民等の努力

がん対策は、がん患者を含めた国民を中心として展開されるものであるが、

がん患者を含めた国民は、その恩恵を受けるだけでなく、主体的かつ積極的に

活動する必要がある。また、企業等には、国民のがん予防行動を推進するため

の積極的な支援・協力が望まれる。

なお、がん患者を含めた国民には、基本法第 6条のとおり、がんに関する正

しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払い、必要に応じがん検診を受け



るよう努めることの他、少なくとも以下の努力が望まれる。

●  がん医療はがん患者やその家族と医療従事者 とのより良い人間関係を
基盤として成り立っていることを踏まえ、医療従事者のみならず、がん患

者やその家族も医療従事者との信頼関係を構築することができるよう努

めること。

●  がん患者が適切な医療を受けるためには、セカンドオピニオンに関する
情報の提示等を含むがんに関する十分な説明、相談支援と情報提供等が重

要であるが、がん患者やその家族も病態や治療内容等について理解するよ

う努めること。

●  力゙ん患者を含めた国民の視点に立ったがん対策を実現するため、がん患
者を含めた国民や患者団体も、国、地方公共団体、関係者等と協力し、が

ん対策を議論する場に参加し、がん医療やがん患者とその家族に対する支

援を向上させるという自覚を持つて活動するよう努めること。

●  治験を含む臨床試験を円滑に実行するためには、がん患者の協力が不可
欠であり、理解を得るための普及啓発は重要であるが、がん患者を含めた

国民も、がんに関する治験と臨床試験の意義を理解するよう努めること。

5_ 必要な財政措置の実施と予算の効率化・重点化

基本計画による取組を総合的かつ計画的に推進し、全体目標を達成するため
には、がん対策を推進する体制を適切に評価するようなきめ細やかな措置を講
じるなど、各取組の着実な実施に向け必要な財政措置を行つていくことが重要
である。

一方で、近年の厳しい財政事情の下では、限られた予算を最大限有効に活用

することにより、がん対策による成果を収めていくという視点が必要となる。

このため、より効率的に予算の活用を図る観点から、選択と集中の強化、各
施策の重複排除と関係府省間の連携強化を図るとともに、官民の役割と費用負
担の分担を図る。
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6. 目標の達成状況の把握とがん対策を評価する指標の策定

基本計画に定める目標については、適時、その達成状況について調査を行い、

その結果をインターネッ トの利用その他適切な方法により公表する。また、が

ん対策の評価に資する、医療やサービスの質も含めた分かりやすい指標の策定

について必要な検討を行い、施策の進捗管理と必要な見直しを行う。

なお、国は基本計画に基づ くがん対策の進捗状況について 3年を目途に中間

評価を行い、必要に応 じて施策に反映する。また、協議会は、がん対策の進捗

状況を適宜把握し、施策の推進に資するよう必要な提言を行う。

7.基 本計画の見直し

基本法第 9条第 7項では、「政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案 し、

及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも 5年ごとに、基本計画

に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更 しなければならない」

と定められているが、がんに関する状況の変化、がん対策の進捗状況と評価を

踏まえ、必要があるときは、計画期間が終了する前であつても、これを変更す

る。
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参考資料 1

○がん対策基本法 (抜粋 )

(がん対策推進基本計画 )

第九条 政府は、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、がん対策の

推進に関する基本的な計画 (以下「がん対策推進基本計画」という。)を策

定しなければならない。

2 がん対策推進基本計画に定める施策については、原則として、当該施策の

具体的な目標及びその達成の時期を定めるものとする。

3 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成し、閣議の決定を求め

なければならない。

4 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成しようとするときは、

関係行政機関の長と協議するとともに、がん対策推進協議会の意見を聴〈も

のとする。

5 政府は、がん対策推進基本計画を策定したときは、遅滞な く、これを国会
に報告するとともに、インターネッ トの利用その他適切な方法により公表 し    .

なければならない。

6 政府は、適時に、第二項の規定により定める目標の達成状況を調査 し、そ
の結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表 しなければなら

ない。

7 政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びがん対策の効果に関
する評価を踏まえ、少なくとも五年ごとに、がん対策推進基本計画に検討を

加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない。

8 第二項から第五項までの規定は、がん対策推進基本計画の変更について準
用する。



平成24年度診療報酬改定
主にがんに係る改定内容概要

印

平成24年2月 10日
中央社会保険医療協議会総会資料より抜粋

乎成24年3月 1日

口「社会保障・税一体改革成案」で示した2025年のイメージを見据えつつ、あるベ
き医療の実現に向けた第一歩の改定。
・ 国民・患者が望む安心・安全で質の高い医療が受けられる環境を整えていくため
に必要な分野に重点配分

全体改定率

診療報酬 (本体 )

+1.55%(約 4,700億円)
+1.70% (約 500億円)
+O.46% (約 300億円)

▲1.38%(約5,500億円)

+0.004%
+1.38%
(約5,500億円)

科

科
剤

医
歯

調

薬価等

平成24年度診療報酬改定の概要①
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平成24年度診療報酬改定の概要②

歯科における重点配分(500億円)

医科における重点酉己分 (4,700億円 )

/1 負担の大きな医療従事者の負担軽減
◎ 今後とも急性期医療等を適切に提供し続けるため、病院
勤務医をはじめとした医療従事者の負担軽減を講じる。

(1,200億 円)

Ⅱ 医療と介護等との機能分化や円滑な連携、在
宅医療の充実
◎ 今回改定は、医療と介護との同時改定であり、超高齢社
会に向けて、急性期から在宅、介護まで切れ目のない包括的
なサービスを提供する。

(1,500億円 )

Ⅲ がん治療、認知症治療などの医療技術の進

歩の促進と導入
◎ 日々 進化する医療技術を遅滞なく国民皆が受けることがで
きるよう、医療技術の進歩の促進と導入に取り組む。

(2,000億 円)

I チーム医療の推進や在宅歯科医 :
療の充実等
◎ 医療連携により、誤哄性肺炎等の術後合併
症の軽減を図り、また、超高齢社会に対応する
ために在宅歯科医療の推進を図る。

I生活の質に配慮した歯科医療の
適切な評価
◎ う蝕や歯周病等の歯科疾患の改善のため、
、首2堡fF套すう壌管電Q在塞竜咀ヽ ……′

′

調剤における重点配分(300億円)

I 在宅薬剤管理指導業務の推進や
薬局における薬学的管理及び指導
の充実
◎ 在宅薬剤関連業務を推進するとともに、残
薬確認、お薬手帳を含めた薬剤服用歴管理
指導の充実を図る。

Ⅱ 後発医薬品の使用促進
◎ 薬局からの後発医薬品の情報提供等を推
、、進する。 /  2

平成24年度診療報酬改定の概要③

① 救急・周産期医療の推進

② 病院医療従事者の勤務体制の改善等の取組

③ 救急外来や外来診療の機能分化

④ 病棟薬剤師や歯科等を含むチーム医療の促進

重点課題2医療と介護の役割分担の明確化と地域における連携体制の強化及び在宅医療等の充実
① 在宅医療を担う医療機関の役害1分担や連携の促進

② 看取りに至るまでの医療の充実

③ 在宅歯科・在宅薬剤管理の充実

④ 訪間看護の充実、医療・介護の円滑な連携

医療技術の進歩の促進と導入、その他の分野

① 医療技術の適切な評価、がん医療や生活習慣病対策、精神疾患口認知症対策、リハビリの充実、生活の質
に配慮した歯科医療

② 医療安全対策、患者への相談支援対策の充実

③ 病院機能にあわせた入院医療、慢性期入院医療の適正評価、資源の少ない地域への配慮、診療所の機

能に応じた評価

④ 後発医薬品の使用促進、長期入院の是正、市場実勢価格を踏まえた医薬品等の適正評価
など

3
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がんに関する改定内容について
(主なもの)

緩和ケアに関する主な改定内容
①緩和ケア病棟の評価の見直し

外来・在宅緩和ケアの充実と併せて在宅への円滑な移行を促進するため、緩和ケア病棟入院基本料の評
価体系の見直しを行う。

|ず
和ケ
FT,「
糊
F「 FFl'滉信| 1臀蹴百魏樋yO日

につ詢(1歴
計裳)

2 31日 以上60日以内の場合  4,291点 1改 }
3 61日以上の場合 3,291点 (改〕

②緩和ケアを行う医療機関の評価

緩和ケア病棟入院料及び緩和ケア診療加算について、がん診療連携の拠点となる病院等以外であっても要
件を満たし質の高い緩和ケアを行つている医療機関については、評価を行う等充実を図る。

■緩和ケア病棟入院料及び緩和ケア診療加算に係る施設基準の見直しを行う

【緩和ケア病棟入院料及び緩和ケア診療加算の施設基準】(改定後)
がん治療連携の拠点となる病院若しくはそれに準じる病院であること又は財団法人日本医療機能評価機構等が行う
医療機能評価を受けている病院若しくはそれに準じる病院であること。

■がん性疼痛緩和指導料、緩和ケア診療加算及び外来緩和ケア管理料に小児加算を新設する。

(新)がん性疼痛緩和指導料小児加算 50点

(新)緩和ケア診療加算 小児加算   loo点
(新)外来緩和ケア管理料 小児加算  150点

[算定要件]15歳未満の′1ヽ児患者に対し、当該指導管理を行った場合に算定する。
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緩和ケアに関する主な改定内容

③外来緩和ケアの更なる評価

がん患者がより質の高い療養生活を送ることができるよう、外来における緩和ケア診療の評1面を新設する。

:■がん患者がより質の高い療養生活を送ることができるよう、外来における緩和ケア診療の評価を新設する。      |
|

■緩和ケアの経験を有する医師が、がん性落痛の症状緩和を目的として麻薬を投与している癌患者に対して療養上必要

【がん性疼痛緩和指導管理料】
1がん性疼痛緩和指導管理料1 200点 (新)
2がん性落痛緩和指導管理料2 1oO点 〔改〕

[算定要件]
1がん性疼痛緩和指導管理料1
緩和ケアの経験を有する医師が直接当該指導管理を行つた
場合に算定する。(別途施設基準あり)

―…―
―

^」

[1,睾蒙 街 奎 i獅
縣 荻轟 麦

鮮
而 覇 蒜 薫

「

耐 デ謬孫茄豪 赫司丼設する。1詳細は前スライド参月
― ―

―
―

…
一 一 一

一
―

―

―

…
―

―

― 一 一
―

―

― 一 ―
― ― ―

一

一

― ―

一
―

―

―
―

一

―

―
一 ― ―

―
―

一

― ―

一 一 ― 一
― ― 一

」

緩和ケアに関する主な改定内容

■がん専門訪問看護の評価

鎮痛療法又は化学療法を行つている入院中以外の緩和ケアニーズを持つ悪性腫瘍の患者について、医療機関等の専門
性の高い看護師と訪問看護ステーションの看護師が同一日に訪問することについて評価を行う

(新)訪間看護療養費      がん専門訪間看護料 12,850円
(新)在宅患者訪問看護・指導料 がん専門訪間看護料 1,285点

〔算定要件]
5年以上がん患者の看護に従事した経験を有し、がん患者への緩和ケア等に係る6月以上の適切な研修を修了した者である
こと。

な指導を行つた場合の評価を行う。

,【がん性落痛緩和指導管理料】

(別途施設基準あり)

④在宅における緩和ケアの評価

患者が安心して在宅療養を行えるよう、在宅における緩和ケアの推進を図る。

■現在、在宅療養指導管理料については、同一の患者に対して、複数の医療機関が同一の在宅療養指導管
理料を算定することは出来ないが、悪性腫瘍患者については、在宅医療を担う医療機関の医師と、緩和ケア
病棟等の専門の医師とが連携して、同一日に診療を行つた場合に限り、両者の算定を可能とする。

[算定要件】
緩和ケア病棟等に所属する緩不ロケアに関する研修を受けた医師が、在宅医療を提供する医療機関の医師と連携して、同一日
に同一患者を診療した場合。
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緩和ケアに関する主な改定内容
④在宅における緩和ケアの評価(続き)

■機能を強化した在支診・在支病の評価と併せて、在宅末期医療総合診療料の引き上げを行うとともに、名称の変更を行う。

【在宅がん医療総合診療料】
機能を強化した在菫診・左支病

―

1処方せんを交付する場合 1,800点 (新〕
2処方せんを変付しない場合 2,000点 {新 )

1処方せんを交付する場合 1,650点 (新 )
2処方せんを交付しない場合 1,850点 1新)

在支診・在支病
1処方せんを交付する場合 ■495点
2処方せんを交付しない場合 ■685点

【在宅末期医療総合診療料】
在支診・在支病
1処方せんを交付する場合  1,495点
2処方せんを交付しない場合 1′685点

⑤医療用麻薬処方日数(14日 )制限の緩和

■現場のニーズを踏まえて、医療用麻薬である以下の4製剤について、30日 分処方に改める。

・コデインリン酸塩 (内用) '
・ジヒドロコディンリン酸塩 (内用)
・フェンタニルクエン酸塩の注射剤 (注射 )
・フェンタニルクエン酸塩の経皮吸収型製剤(外用)

緩和ケアに関する主な改定内容
⑥緩和ケア診療加算における専従要件を緩和した評価の新設(医療資源の少ない地域に配慮した評価)
自己完結した医療提供をしており、医療従事者の確保等が困難かつ医療機関が少ない2次医療圏及び離
島にある医療機関 (ただし、一定規模の医療機関を除く)について、評価体系を見直す中で、チームで診療
を行う入院基本料等加算について専従要件を緩和した評価を新設する。
※特定機能病院、200床以上の病院、DPC対象病院及び一般病棟7対 1、 10対 1入院基本料を算定している病院を除く

指定地生 200点J日につき)(新 )

〔施設基準l
①別に厚生労働大臣が定める二次医療圏に属する保険医療機関(特定機能病院、200床以上の病院、DPC対象病院及び一般病
棟7対 1、 10対 1入院基本料を算定している病院を除〈)であること。
②当該保険医療機関に以下から構成される緩和ケアチームが設置されている。
ア身体症状の緩和を担当する所定の研修を終了した専任の常勤医師
イ精神症状の緩和を担当する所定の研修を終了した専任の常勤医師
ウ緩和ケアの経験を有する所定の研修を終了した専任の常勤看護師
工緩和ケアの経験を有する専任の菓剤師
③ l日 当たりの算定患者数は、1チームにつき概ね15人以内とする。

有床診療所において質の高い緩和ケア医療が提供された場合の評価を新設する。

〔施設基準l
①夜間に看護職員を1名以上配置していること。
②身体症状、精神症状の緩和を担当する常勤医師、緩和ケアの経験を有する常勤看護師(医師もしくは看護師の一方は緩和ケア
に関する研修修了者)が配置されていること。

診療所緩和ケア診療加 15QJ虚(1日 につき)

l②有床診療所における緩和ケアの推進

-5-



がん診療連携に関する主な改定内容

がん診療連携の充実

■がん診療連携拠点病院加算について、紹介元の医療機関から悪性腫瘍の疑いで紹介された患者に
ついても算定できるよう要件を変更する。

【がん診療連携拠点病院加算】(入院初日)500点

[算定要件]
別の医療機関の医師に悪性腫瘍と診断された患者、または悪性腫瘍疑いで紹介され、がん診療連携拠点
病院の医師に悪性腫瘍と診断された患者

■紹介元の医療機関から悪性腫瘍でがん診療連携拠点病院に紹介された患者であって、入院には至
らず外来化学療法等を受けた場合について、その連携を評価するため医学管理料を新設する。

(新)がん治療連携管理料 500点

[算定要件]

別の医療機関の医師に悪性1重瘍と診断された入院中の患者以外の患者、または悪性1重瘍疑いで紹介
され、がん診療連携拠点病院の医師に悪性腫瘍と診断された入院中の患者以外の対して、化学療法
又は放射線治療を行つた場合

がん診療連携に関する主な改定内容
「跳:万診薫蓮務あ発戻(薦

'|
■がん治療連携計画策定料について、退院後一定期間の外来診療の後に連携医療機関に
紹介した場合についても算定可能とするとともに、患者の状態の変化等により、がん治療連
携計画に基づく治療方針の変更が必要となつた場合についても評価を行う。

【がん治療連携計画策定料】
1がん治療連携計画策定料1 750点
2がん治療連携計画策定料2 300点 {新 )

[算定要件]
がん治療連携計画策定料1

入院中又は退院の日から30日以内にがん治療連携計画を策定し、別の保険医療機関に当該患者に係る診療情報
を文書により提供した場合。

がん治療連携計画策定料2

関から計画策定病院に紹介され、計画の変更を行つた場合 (がん治療連携指導料を算定した場合に限る)、 月1回
に限り算定する。
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が ん診療連携に関する主な改定内容
「ぶん診孫蓮轟万禿彙て悪語下 1
i■リンパ浮腫指導管理料の算定要件の見直し

'手
術を行つた保険医療機関だけではな〈、手術後に地域の保険医療機関において2度目の指導を受け
:た場合も評価を行う。

【リンパ浮腫指導管理料】100点

[算定要件]
当該点数を算定した患者であって当該保険医療機関を退隠したものに対して、当該保険医療機関

―
域連携診療計画に基づいた治療を行う当該別の医療機関(がん治療連携指導料を算定した場合に限る)において、
退院した日の属する月又はその翌月に指導を再度実施した場合に、当該指導を実施した医療機関において1回に
限り算定する。

■がん患者カウンセリング料の算定要件の見直し

継続的な療養支援を担う為に転院を受け入れる医療機関においてがん患者カウンセリングを実施した場
合も評価を行う。

【がん患者カウンセリング料】500点

[算定要件]

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関におい
て、がんと診断された患者であって継続して治療を行うものに対して、当該患者の同意を得て、当該保険医療機関
の保険医が看護師と共同して、診療方針等について十分に話し合い、その内容を文書等により提供した場合に、患
者1人につき1回に限り算定する。

できる。

放射線療法に関する主な改定内容

外来放射線照射実施計画において、 1週間に概ね 5日間の放射線照射を実施することとしてぃる
外来の患者に対し、医師の指示による看護師や診療放射線技師等のチームによる毎回の観察を評
価する。

(新)外来放射線照射診療料 280点

[算定要件]
① 放射線治療医 (放射線治療の経験を5年以上有するものに限る。)が診察を行った日に算定し、算定日から7日間は医師によ
る診察を行わない日であつても放射線照射を実施してよい。ただし、第2日 日以降の看護師、診療放射線技師等による患者の観察
については、照射毎に記録し、医師に報告すること。
② 放射線治療を行う前に、放射線治療による期待される治療効果や成績などとともに、合併症、日1作用等についても必ず患者に
説明し、文書等による同意を得ること。
③ 関係学会による放射線精度管理等のガイドラインを遵守すること。
④ 算定日から7日間は放射線照射を実施した日について初・再診料、外来診療料を算定しない。
⑤ 算定した日を含め、3日間以内で照射が終了する場合は、本点数の100分 の50を請求する。
(別途施設基準あり)

②小児入院医療管理料における放射線治療の評価

小児悪性腫瘍における有効な治療手段である放射線治療について、小児入院医療管理料における評価を改
める。

小児入院医療管理料の包括範囲から放射線治療を除く。

①外来放射線照射診療料の創設
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¨ 菫憂謳互塾 ]

外来化学療法加算について、評価の趣旨に鑑み、重篤な感染症を起こす可能性があることや緊急処置を直ちに実施で
きる体制が必要であるなどの要件を満たす薬剤を使用する場合について、その実態を踏まえ評価区分を見直す。

【外来化学療法加算】 (現行)

イ 外来化学療法加算 1 550点
(15歳未満の患者に対して行つた場合は750点 )

日 外来化学療法加算 2 420点
(15歳未満の患者に対して行った場合は700点 )

【外来化学療法加算】 (改定後)
1外来化学療法加算 1
イ 外来化学療法加算A
(1)15歳未満 78L五 (新 )
(2)15歳以上 580点 (新)

日 外来化学療法加算 B
(1)15歳未満 630点 (新)
(2)15歳以上 430点 (新 )

2外来化学療法加算 2
イ 外来化学療法加算A
(:)15歳未満 700点 (新)
12)15歳以上 450点 (新)
日 外来化学療法加算 B
(1)15歳未満 600点 (新 )
(2)15歳以上 35Q血 (新)

外来化学療法加算について、薬剤のリスクや管理体制に応じた評価体系に見直す。

化学療法に関する主な改定内容

DPC十J度 (DPC/PDPS)機能言平1面 1系費tⅡ (D見直し

1些域医療係牲 体制評価指数の見直し

DPC制度では、参加病院の地域医療への貢献について、地域の実情を踏まえた一定の役割について評価
する(都道府県が策定する医療計画等において、一定の役割が位置付けられてL過等、地域での実施状況
により評価する)という考え方に基づき、「地域医療係数・体制評価指数Jが導入されている。

平成24年度診療報酬改定後は、各項目1ポイントの10項 目に関する総ポイント数 (但し上限はフポイントま
で)で、各病院の貢献を総合的に評価することとなつた(以下参照)。

<地域医療指数・体制評価指数の見直しイメージ(項 目の位置づけ)>

【考え方】4疾病5事業に係る関連事業のうち、特に入院医療において評価すべき項目であつて、現時点
で客観的に評価できるものに限つて導入。

医療連携体制 医療提供体制 対策事業等

●4疾病

がん ②がん地域連携 ③地域がん登録
脳卒中 ①脳卒中地域連携 ⑨24時間t―PA体制

急性心筋梗塞

糖尿病

●5事業

救急医療 ④救急医療

災害時における医療
⑤災害時における医療
(+災害拠点病院)

⑩口盤3【広域災害・救急医
療情報システム)

へきたの医療 ⑥へき地の医療

周産期医療 ⑦周産期医療
小児医療

黄色卜実績評価の要素を加味する項目
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その他
(在宅医療、周術期における日腔機能の管理、医療技術の適切な評価)

在宅医療の充実

医療機関間連携等による在宅医療の機能強化と看取りの充実

>医療機関間連携等を行い、緊急往診と看取りの実績等を有する医療機
関について、評イ面の引き上げを行う。
・緊急時日夜間の往診料の引き上げ
・在宅時医学総合管理料の引き上げ
・在宅患者緊急入院診療加算の引き上げ
t在宅ターミナルケア加算の評価体系の見直し
【現行】 く機能を強化した在宅療養支援診療所′病院(病床を有する場合)の例> 【改定後】

ヽ

ノ

往診料 緊急加算 850点

在宅時医学総合管理料{処方せん有)

在宅患者緊急入院診療加算

(新 )ターミナルケア加算
(新)看取り加算

螂

2.500点

Q≦⊇咀

一

|

在 緩和ケアの1
>緩和ケア専門の医師口看護師と、在宅医療を担う医療機関の医師・看護師が共同
して、同一日に診療・訪間を行つた場合を評価し、在宅緩和ケアの充実を図る。

1藍軋 絋 雰II:椰
|三二_■|≧≡珈 IIII二垂五三]

-9-



在宅薬剤管理指導業務の一層の推進

在宅業務に対する新規評価
在宅業務を推進するため、過去の実績も考慮した施設基準を満たす薬
局が、在宅患者向けに調剤した場合の加算を新設する。

(新)在 宅患者調剤加          仁L回につ量

小規模薬局間の連携による在宅業務の評価
かかりつけ薬局が対応できない場合に、あらかじめ連携しているサポー
ト薬局が臨時に在宅訪間対応できるよう、制度を見直す。※

※ 現行では、薬局単独で実施した場合のみ算定可能。改定後は、サポート薬局が実施した場合であっても算定可能。

無菌調剤に係る薬局の負担軽減
無菌調剤に関する施設基準を合理的に見直す。※

※ ′Jヽスペースでも実施可能となるよう、専用の部屋(5平方メートル以上)の施設要件を却!除。

在宅訪間可能な距離の目安を設定

看護補助者との同行訪間及び専門性の高い看護師との同一日の訪問
看護の評価を行い、効率的かつ質の高い訪間看護の推進を図る。
(新)複数名訪間看護加算   300点 (訪間看護療養費31000円 )
>専門性の高い看護師による訪間の評価(褥清ケア又は緩和ケア

(※ ))

(新)在宅患者訪間看護・指導料 (専門の研修を受けた看護師)12,850円
(新)訪間看護基本療養費   (専 門の研修を受けた看護師)1,285点
>長時間訪間看護の対象拡大 :超重症児日準超重症児等
(※)緩和ケアについては、スライド16再掲                         19

患家までの距離が遠い場合は緊急時に患者の不利益も予想されること
から、16kmを超える場合には、原則、算定不可とする。      “

訪問看護の充実

医療ニーズの高い患者への対応

訪問看護の訪間回数や対象の制限等について、要件の緩和を行い、増
加しつつある医療ニーズの高い患者に対する訪間看護の充実を図る。

>訪間看護を週4日以上提供できる対象の拡大
>退院直後、外泊日、退院当日の訪問看護を評価
>月 13回以上の訪間看護に係る訪間看護管理療養費の算定対象の拡大

効率的かつ質の高い訪問看護の推進 ‐



周術期における口腔機能の管理等、チーム医療の推進

周術期における口腔機能の管理 |

>が ん患者等の周術期等における歯科医師の包括的な回腔機能の管理
等 を評 {面 (術後の誤哺性肺炎等の外科的手術後の合併症等の軽減が目的)

(新)周術期回腔機能管理計画策定料  300点
【周術期における一連の回腔機能の管理計画の策定を評価】

(新)周 術期回腔機能管理料 (I)   19o点
【主に入院前後の回腔機能の管理を評価】

(新)周 術期回腔機能管理料 (I)   300点
【入院中の口1空機能の管理を評価】

(新)周 術期回腔機能管理料 (Ⅲ )   19o点
【放射線治療や化学療法を実施する患者の回1空機能の管理を評価】

>周 術期における入院中の患者の歯科衛生士の専門的口腔衛生処置を
評価
(新)周 術期専門的口腔衛生処置 80点

周術期における口腔機能の管理のイメージ

※歯科の無い医療機関に入院する患者の入院中の周術期の口腔機能の管理が必要な場合は、連携する歯科医療機関の歯
科訪間診療で実施。
※放射線治療や化学療法を実施する患者についても同様に連携して口腔機能の管理を実施。            21
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医療技術の適切な評価

我が国の医療水準は国際的にみても高い状況にあり、引き続き、質の高い医療を継続的に提供できる体制

を確保するために、外科的な手術や専門性の高い医学管理などの医療技術について、学会等からの提案も
踏まえ、難易度や専門性に応じた適切評価を行う。

1.医療技術の評価及び再評価
学会等からの提案書に基づき、医療技術評価分科会において検討を行い、新規技術の保険導入及び
既存技術の再評価を行う。

例)超音波気管支鏡下穿刺吸引生検法 (EBUS― FNA)

2.手術料の引き上 Iず
「外保連試案第8版」を活用し、診療報酬における手術の相対的な評価をより精緻化する。

3.内科的技術の評価
医療技術評価分科会での検討等も踏まえ、内科医等により行われている高い専門性を有する検査や

外来での医学管理等についても評価を行う。

例)小児悪性用重瘍患者指導管理料の評価の引き上げ

4.先進医療からの保険導入
先進医療専Fl家会議の検討結果を踏まえ、新規技術の保険導入を行う。

例)早期悪性腫瘍大腸粘膜下層剥離術

5.新規特定保険医療材料等に係る技術料の新設
新規医療材料を用いた技術や検査について、技術料等の評価及び見直しを行う。

例)経皮的放射線治療用金属マーカー留置術
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○
参考資料3

平成 24年 3月 1日

独立行政法人国立がん研究センター

国立がん研究センターがん対策情報センターでは、平成 23年 3月 に出版となった「患者
必携 がんになったら手にとるガイ ド」を作成し、がんの病気や治療についての情報だけ
でなく、心のケア、療養生活やお金、支援制度など患者さんにとって必要な情報について
広く情報を普及につとめてまいりました。
このたび、再発に直面した方に信頼できる情報をわかりやすく提供し、治療や生き方を
決めていく助けとなることを目的として「もしも、がんが再発したら [患者必携]本人と
家族に伝えたいこと」を作成しました。

○全国書店等での販売と |がん情報サービス」での PDFが公開されます。

3月 上旬より全国の書店等にて販売が開始され、3月 5日 (月 )よ りがん情報サービス
(111p:「 /●白■|●h● |め にて PDFを公開いたします。

っ|.Iっ :/′ェ1l Ⅲ](二 :イ 1‐ 1‐「こ■ ti■■3/■ 1lti/,ailil=じ 1■■:(3月 5日 公開)

○全国がん診療連携拠 J点病院等、約 1,000箇所に計 80,000冊の見本版
配布をいたします。

全国のがん診療連携拠点病院 388施設、都道府県より情報提供いただ
いた医療機関 429施設、都道府県がん対策主管課等約 1,000カ 所に見本
版を合計 80,000冊配布いたします。見本版をお送りした機関については
下記ウェブサイ トをご覧ください。

…

=印・
・
hi・ 1三上[判JJt4だ

・ "卸
Llli雪 /1■●_salha「 型 [h■・ 1

0患者会・患者支援団体の皆様への提供も開始します。

がんにかかわる患者会や患者支援団体の皆様に、見本版をお送りいたします。広く患者、
家族、市民の方々に、がんの情報普及にご協力いただける見本版をご希望の皆様には、「が
ん情報サービス」内の応募要項をご確認の上、ご応募くださいますようお願いいたします。

hし [p://ganj司■,Jp/hikkei/hikkei(19 html(3月 5日 公開)

○がんの再発を経験された当事者と医療専門家がともに作り上げた本です。

再発に関する情報 (冊子)については、「患者必携 がんになったら手にとるガイ ド」作
成当初から、「がんになったときは大変、でも、再発したときも大変だった。ぜひ再発した
ときの情報をとりまとめた冊子をつくってほしい」という声が多数寄せられていました。

2009年秋、この課題に取り組むことになった研究班が、がん対策情報センター「患者・市
民パネル」

※1)に
呼びかけ、再発がん、多重がんを経験された方を中心に 8名が、がん専

門区らとともにワーキンググループのメンバーとなりました。ワーキンググループでは、
再発を告げられたときにどんな気持ちだったか、どんな支えが必要になるのか、体験者か
ら伝えられることは何なのか、7回の検討会を重ねながら真剣に話し合いました。がんの
再発という事態に直面しても、「希望を持って生きる」助けとなりたいという願いを込めて

もしも、がんが
il二 したら

lil[ネ
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つくられた冊子です。

具体的な作成経過につきましては、下記ウェブサイ トをご覧ください。

※ 1)がん対策情報センター「患者・市民パネル」

(3月 5日 公開 )

については、ホームページ

をご覧下さい

○試作版「がんが再発 したら」の読者評価でも9割以上が “役に立つ情報があつた"と の
回答がありました。

分析の途中経過ですが、研究班で作成して試作版について、がん体験者 158名 と医療者
(主に相談員)258名 に実際に本を読んだ評価では、がん体験者の 97%(153名 )、 医療者
の 96%(248名 )が 「役に立った情報があつた」と回答しました。また体験者がこの本を薦
めたい人として、「がんの再発を告げられたばかりの人」だけでなく「再発をしていない人」
「家族Jにも読んではしいとの回答が、約 4割 となっていました。

O今後の展開として、読む準備のできた方が “自ら手に取れるような環境づくり'をめざ
していきます。

この「もしもゝがんが再発したら」の本は、多くの患者さんが必要とする一方で、情
報を手にする準備のできていない状態では、非常に読むのがつらいということもありま
す。今後は、この本を読む準備のできた方が、“自ら手に取れるような環境"をつくりつ
つ、必要とする方に情報が届くよう、書店にとどまらず、全国の図書館や医療福祉関係
者等広く周知を促していく予定です。また点宇版・音声版の「もしも、がんが再発した
らJも準備中です

はじめに
がんの再発、私たちの体験
再発、転移 とは
再発がんを治療する
痛みについて
体や心の不調に対処する
臨床試験に参加するには
未承認薬について

播纂袋慧香ぢ撞墨森
を持つたときには

あなたの心に起こること
生きる意味を考えること
あなたを支えるいろいろなこと
家族およびあなたを支えてくれる方ヘ
用語集・索引・相談窓口等一覧

<問い合わせ先>
独立行政法人 国立がん研究センター
がん対策情報センター がん情報提供研究部 研究員 人巻
〒104-0045東京都中央区築地 5-1-1
国立がん研究センターがん対策情報センター

がん情報サービス事務局 患者必携係
Tel:03-3542-2511(代 表)内線 :5686
E―mail : ●vamaki@1lcc go jp
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■
`・
■ f二 1=

二上 >患者会,患者支援団体の方へ 患者必携『がんになつたら手にとるガイ期および、『もしも、がんが再発したら」(見本版)提
供のご案内(募集中)

患者会・患者支援団体の方へ 患者必携『がんになったら手にとるガイド』おょ
び、『もしも、がんが再発したら』(見本版)提供のご案内(募集中)
※2012年 3月上旬より、『もしも、がんが再発したら [患者必携]本人と家族に伝えたいこと』が、全国の
書店などにて販売が開始されます。

1 患者必携について

患者必携とは、心構えのこと、病気や治療の知識から、費用・支援制度・療養に役立つヒントなどを、

患者さんの視点でまとめた冊子で、三二
'1■
:Fモ ニ =もュ

ー・ に基づいています。がんと診断され

たすべての患者さん・家族の方に、患者必携に含まれる情報縮 けることで、患者さんがよりよい療

養生活を送ることができることを目指しています。

lil生ヤ‖′
| (2泉 /1・・

際 者必携 が潮こなったら刊ことるガイ剛
繁女

…

覧距 L隠
者必棚

患者必携見本版の提供について

国立がん研究センターでは、がんにかかわる患者会・患者支援団体の皆さまに、これらの冊子の見

本版をご提供し、広く患者、家族、市民の方々に、集会・会報・イベントなどで、患者必携.がん情報

サービスなど、がん情報の普及に向けた取り組みについてご紹介、ご協力いただける患者会・患者

支援団体の方を募集いたします。

応募要項

『がんになったら手にとるガイド』および、『もしも、がんが再発したら』(見本版)応募には、以下の4つ

の条件をすべて満たしていること、かつ2つの協力依頼事項について、ご了解いただくことが必要で

す。

卜
と
濠
，

ユ

Ｆ

〕

ヽ

ヽ

と

がんになったら
手にとるガイド
暉rl摯

1,1提傷 _
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(応募条件 )

■)信頼できるがん情報を提供する取り組みを行つている

2)一定規模以上の団体として、がん患者・家族の支援を行つている

3)最近 (6ヵ月以内)に、定例会、講演会などの会としての活動を実施した

4)特定の治療や代替医療について、購入を勧誘していない

【協力依頼事項】

■)今後、国立がん研究センターの取り組みについて情報提供を受け取る

2)国立がん研究センターの活動について協力をお願いする案内を受け取る

・提供予定数 各冊子250冊

・患者会・患者支援団体あたり、『患者必携 がんになったら手にとるガイド』および、『もしも、がんが

再発したら [患者必携]本人と家族に伝えたいこと』(見本版)各 1部ずつを提供します。(個 人でご利

用される場合には、がん情報サービスでの閲覧、印掃1や書店などでの購入をご検討ください。)

1応 募方法

所定の書式に記載事項を記入の上、郵送にてご応募ください。

(1)応募フォーム『がんになったら手にとるガイド』・『もしも、がんが再発したら』見本llI応募用紙

(11■__ 上、1:、 J.¨ L二」L■ )にて、必要事項を記載してください。

(2)患者会・患者支援団体の活動状況がわかる資料 (会の案内、作成バンフなど)

上 記2点の資料を、以下の送付先にお送りください。

〒 104-0045東京都中央区築地5-1-1

日立がん研究センターがん対策情報センター 「力`ん情報サービス事務局 患者必携係」あて

,封筒に「患者必携見本版応募書類在中」と朱書きしてください。

[愚募手童́ よび発送について    __
・選考の結果は発送をもつて、換えさせていただきます。

・41a別の選考結果や選考方法の詳細についてはお答えしかねますので、あらかじめご了承ください。

1 問い合わせ先

日立がん研究センターがん対策情報センター「がん情報サービス事務局患者必携係」

E―millhikkdう imu●Oku@ml:rcs ncc gOjP

迷惑メール防止のために@の前後にスペースが入つています。メールソフトにより、スペースが入ったままでは送

信できない場合があります。送信できない場合は、スペースを削除してご利用ください。

FAX:03-3547--8577

電話 (平 日[土 日祝 日を除く]10時から17時):o570-011-150け ビダイヤル )
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がん対策推進協議会
患者関係委員提出資料

平成 24年 2り]27日
内閣総理大臣・民主党代表 野田 佳彦 殿
厚生労働大臣       小官山 洋子 殿
厚生労働副大臣      辻 泰弘 殿
厚生労働副大臣      牧 義夫 殿
厚生労働大臣政務官    津田 弥太郎 殿
厚生労働大臣政務官    藤田 ―枝 殿
自由民主党総裁      谷垣 禎一 殿
公 明党代表        山口 那津男 殿
みんなの党代表      渡辺 喜美 殿
日本共産党幹部会委員長  志位 和夫 殿
社会民主党党首      福島 瑞穂 殿
新党きづな代表      内山 晃  殿
国民新党代表       亀井 静香 殿
たちあがれ日本代表    平沼 赳夫 殿
新党改革代表       舛添 要一 殿

厚生労lJ/J省がん対策推進協議会患者関係委員一同

がん患者団体有志―同

がん対策推進基本計画におけるたばこ対策の推進に関する要望■

平素よりがん対策の推進にご尽力いただき、がん患者および家族の立場より御礼を申し上げます。

喫煙は、がん、呼吸器疾患、循環器疾患、消化器疾患、歯周疾患などの様々な疾病や健康障害の

原因となつており、受動喫煙は、肺がんや呼吸器疾患、虚血性心疾患などの発症リスクを高めてい

ることが明らかとなっています。

がんの死亡率の低下には、たばこ対策の推進は欠くことのできない施策の一つであり、平成 17

年 に発効 した 「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約J(た ばこ規制枠組条約、W70
Framework Convention on Tbbacco Control:FCTC)で は、「たばこの需要を減少させるための価

格及び課税に関する措置J(第 6条 )、 「たばこの需要を減少させるための価格に関する措置以外の
措置」(第 7条 )、 「たばこの煙にさらされることからの保護」(第 8条)な どが、日本を含む締約回
に求められています。

平成 19年に施行された国のがん対策推進基本計画では、喫煙率の減少に関する日標設定を求め

る意見が、厚生労働省がん対策推進協議会において全会一致で認められたにもかかわらず、わずか

に 「未成年者の喫煙率を 3年以内に 0%とすること」と記されたのみであり、平成 24年より施行
される次期がん対策推進基本計画では、成人の喫煙率減少に関する目標設定を含めゝ包括的なたば

こ対策の推進が必要と考えられます。我が国の喫煙率が先進国と比べて依然高い水準となっている

中、国民の喫煙率の低減に向けて、たばこ規告1枠組条約で締約国に求められている一連の措置が、

久期がん対策推進基本計画において反映されますよう、ここに要望します。
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厚生労働省がん対策推進協議会患者関係委員およびがん患者団体有志一同 (56団体)

厚生労働省がん対策推進協議会患者関係委員一同 (団体名 50音順)

NPO法人愛媛がんサポートおれんじの会

DIPO法人グループ・ネクサス

NPO法人周南いのちを考える会

llPO法人パンキャンジャパン

NPO法人ミーネット

がん患者団体有志一同 (団体名 50音順)

llPO法人 A阻 がん対策募金

CFAS

GIST・ 肉腫 患 者 と家族 の会 「GISTERS netJ

NTPO法人 HOPEプ ロジ ェク ト

J―CAN (Japan Cancer Action Network)

アイビー千葉 (乳がん体験者の会)

秋田県がん患者団体連絡協議会きぼうの虹

秋田にホスピスを増やす会

あけばの群馬

胃無胃会

沖縄県がん患者会連合会

沖縄県婦人科がん患者会 宇宙船子宮号

かたくりの会

がん患者支援プロジェクト

がん検診をすすめる会

ヾ0法人がルサポー トかごしま

患者発・官城版退院時サポー トプロジェクト

がん体験者の会とま～れ

PO法人がんと共に生きる会

NPO法人がんフォーラム山梨

ガンフレン ド

がんを県民で考える 100人会

京都府がん患者団体等連絡協議会

松本 陽子

天野 慎介

前川 育

員島 喜幸

花井 美紀

勢井 啓介

鈴木 隆宏

西舘 澄人

桜井 なおみ

片木 美穂

齋藤 とし子

工藤 恵子

田口 良実

本田 摂子

安里 朝晃

田名 勉

吉田 祐子

千葉 武

三浦 秀昭

佐藤 文夫

三好 綾

郷内 淳子

佐々木 佐久子

佐藤 愛子

若尾 直子

勢井 啓介

三木 雅貴

栗岡 成人
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群馬ホスピスケア研究会

NPO法人高知がん患者会―喜会

一般社団法人高知がん患者支援推進協議会

サバイバーナースの会

NPO法人市民と共に創るホスピスケアの会

春夏秋冬・夢倶楽部 (絆 )

月ヽ児がんネットワーク酬 (みんななかま)プロジェクト

NPO法人千葉・在宅ケア市民ネットヮークピュア

中部ゆんたく交流会

奈良県のホスピスとがん医療をすすめる会

lNIPO法人 日本咽頭者団体連合会沖縄友声会

日本骨髄腫患者の会

孝しがん患者会あけぼの岡山

NPO法人乳がん患者友の会きらら

ねむの会

白色会

llPO法人バンキャンジャパン

ひふ癌～7日 会

ひまわりの会

NPO法人広島がんサポー ト

NIPO法人ブーゲンビリア    ｀

益田がんケアナロン

木曜会 (久留米大学病院小児科血液グループ親の会)

山梨がんピアサポー ト希望の会

山梨まんまくらぶ

ゆうかぎの会

ランゲルハンス細胞組織球症 (LCH)患者会

卵巣がん体験者の会スマイリー

リン′くの会

(団体名は 50音順、

土屋 徳昭

安岡 佑莉子

安岡 佑莉子

上原 弘美

山田 富美子

田名 勉

小俣 智子

藤田 敦子

当銘 由則

馬詰 真―郎

、  田名 勉

上甲 恭子

宮本 絵実

中川 けい

金井 弘子

官里 直樹

ジュリー・フレッシュマン

伊良部 吉次郎

一柳 一男

中りll けい

内田 絵子

納賀 良一

高橋 和子

若尾 直子

若尾 直子

真栄里 隆代

天野 美知子

片木 美穂

金井 弘子

氏名は各団体代表者や事務局長など)

(2月 27日現在)
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田村委員、野田委員提出資料

平成 24年 2月 28日

「がん対策推進基本計画 (素案)」 における喫煙率の目標に関する声明

日本医学会長 高久 史麿
日本癌学会理事長 野田 哲生

日本癌治療学会理事長 西山 正彦
日本臨床腫瘍学会理事長 田村 和夫

喫煙は、肺がんをはじめとする多くのがんの原因となるほか、慢性気管支炎や肺気腫な

どの慢性閉塞性肺疾患や、心筋梗塞や脳卒中などの心・血管系疾患の原因となることが国

内外の研究によって確立しています。また、喫煙者のみならず受動喫煙にさらされる周辺

の人たちにも肺がんや心筋梗塞、胎児を含めた発育障害など多様で重大な健康障害をもた

らします。

我が国における年間死亡者数は 120万人程度ですが、このうち約 1割にあたる 12～ 13
万人が喫煙によるものとされ、また、がんによる年間死亡者数は約 35万人ですが、この 4

分の 1程度が喫煙によるものとされています。

国際的にも、平成 17年 2月 に WHOた ばこの規制に関する世界保健機関枠組み条約
(FCTC)が 発効しており、我が国もその締約国となっています。FCTCの 目的は「たばこ
の消費及びたばこの煙にさらされることが健康、社会、環境及び経済に及ぼす破壊的な影

響から現在及び将来の世代を保護することJであり、「喫煙率の低下」と「受動喫煙の防止」
の対策をすすめることは、FCTC締約国の責務であり、国民を守るために極めて重要かつ
喫緊の課題です。

こうした中、現在、政府において「がん対策推進基本計画」の見直し作業が行われてお

り、去る2月 1日 に「がん対策推進基本計画 (素案)」 力`示されました。この中には、がん

予防の個別目標 として「喫煙率については、平成 34年 (2022)年度までに、禁煙希望者が

禁煙することにより成人喫煙率を 122%｀ とすることと、未成年者の喫煙をなくすことを目

標とする。更に、受動喫煙については、行政機関及び医療機関は平成 34(2022)年 度まで
に受動喫煙の機会を有する者の害J合を0%、 職場については、事業者が「全面禁煙」または
「喫煙室を設けそれ以外を禁煙Jのいずれかの措置を講じることにより、平成 32年 (2020)
年までに、受動喫煙のない職場を実現することを目標とする。また、家庭、飲食店につい

ては、喫煙率の低下を前提に、受動喫煙の機会を有する者の割合を半減することにより、

平成 34(2022)年度までに家庭は 3%、 飲食店は 15%と することを目標とする。Jと記載
されています。このように喫煙率及び受動喫煙の目標値が明確に盛り込まれることは非常

に重要であります。

私どもはこの「がん対策推進基本計画 (素案 )」 の内容を高く評価し、強く支持すること

をここに声明文として公表します。

*:122%=195%[現 成人喫煙率]× (100‐ 37_6[禁煙希望者率])/100



保坂委員提出資料

日本医師会「受動喫煙ゼロ宣言」

～子どもたちを受動喫煙から守るために～

平成 24年 2月 29日

社団法人 日本医師会

喫煙は、肺がんをはじめとするさまざまながんだけでなく、coPD(慢 性閉
塞性肺疾患 )、 脳卒中や心筋梗塞など、多くの疾患の要因となります。

他の先進諸国に比べ、喫煙率の高いわが国において、喫煙率の低下、受動喫煙

の防止は、国民の健康を守るための喫緊の課題であると認識しています。

日本医師会は喫煙による健康被害から国民を守ることを目的に、平成 15年 3

月 「禁煙推進に関する日本医師会宣言J(禁煙 日医宣言)を公表しました。

また、医師自らが範を示すことの重要性に鑑み、平成 12年に「日本医師会員

喫煙意識調査Jを実施いたしました。以後調査名を「日本医師会員の喫煙 とその

関連要因に関する調査」とし、4年毎に継続的に実施し、医師に対する禁煙の啓

発を行ってまい りました。そして、平成 13年 7月 に日本医師会館の全館禁煙を、

平成 23年 1月 に敷地内全面禁煙を実施するとともに、平成 20年 9月 に「禁煙に

関する声明文」を発表 しています。

さらに、たばこの健康被害を減少 させるための禁煙、受動喫煙防止のためのさ

まざまな提言を採択した世界医師会の「タバコとタバコ製品による健康被害に関

するWMA声 明」 (1988年採択,2011年修正 )、 アジア大洋州医師会連合「アジ
ア大洋州地域におけるたばこ規制に関するCMAAO宣 言」 (2011年採択)に、
日本医師会は深 く関わりこれを支持 しました。

一方、わが国は「たばこの規制に関する世界保健機関 (WHO)枠 組条約 (F
CTC)」 の締約国となつているにも関わらず、完全履行を果たせていないのが現

状です。

いま政府は、職場の全面禁煙、空間分煙を事業者に義務づけることで受動喫煙

防止対策の強化を目指 しています。このような施策が速やかに実行されることを

願 うものです。



このような状況のなか、今般、厚生労働省が示 した「がん対策推進基本計画」

(素案)において、平成 34(2022)年度までに禁煙希望者が禁煙することによ

り成人喫煙率を 12.2%と する数値 目標を明記したことについては、日本医師会 と

して一定の評価をするものです。

しかし、喫煙は喫煙者本人のみでなく、周囲の非喫煙者にも受動喫煙 とい うか

たちで害を及ぼすことから、日本医師会は、受動喫煙から非喫煙者を守るために、

ここに 「受動喫煙ゼロ宣言」を行い、以下の取 り組みを進めていきます。

1.妊 婦や乳幼児の家庭内での受動喫煙の防止を推進します。
2.学 校保健の場を通 じて、児童・生徒にたばこの有害性などについての健康

教育を推進 します。

3. 医師をはじめとしたすべての医療関係者の喫煙率ゼロを目指します。
4.す べての医療機関の敷地内全面禁煙を推進 します。
5.公 共的施設の敷地内全面禁煙を国や自治体に働きかけます。
6.健 診や 日常診療の機会に禁煙教育の徹底を図ります。




